
(様式2)

東京都 2次医療圏の概要

1.圏域図

※所属する2次医療日が分かるよう、がん診療連携拠点病院名を13載すること。

(別紙のとおり)

2.概要

注2)「人口密産」欄は、各医療日ごとに、人口/面積(kポ)(小数点以下第2位四捨五人)により算出した数値を記入すること,
注3)「病院数J綱は、拠点病院以外の病院(診療所は除く。)も含めた数を記入すること。
注4)「今回推薦病院数」欄は、地域がん診療連携拠点病院を都道府県がん惨療連携拠点病院へ、又は都道府県がん診療
連携拠点を地域がん診療連携拠点病院へ指定変更する場合には〈)書きで、指定更新の場合にはく〉書きで、内数を示す
こと,
※1「東京都の人口(推計)」 (平成22年4月 1日現在)
※2厚生労働省「医療施設調査J(平成20年10月 1日現在)

また、治療だけでなく、多摩地域のがん医療の中核を担う病院として、相談

支援、退院後の地域連携や緩和ケアの充実等に力を入れている。

○ 平成 22年 4月から東京都認定がん診療病院として認定されており、相談支
援、院内がん登録、東京都医療連携手帳等を活用した地域連携に積極的に取

り組んでいる。

OJヒ多摩南部には、既指定拠点病院である武蔵野赤十字病院・杏林大学病院が
あるが、両病院は医療圏の東部に位置しているのに対し、多摩総合医療セン

ターは医療日の西部 (北多摩西部との境)に位置しているため、患者の受療
動向から見ても、両病院と役割分担しつつ地域のがん医療の中核を担ってい

るといえる。

<参考>
北多摩北部・南部・西部における拠点病院 ,認定病院の連携

がん診療連携拠点病院である武蔵野赤十字病院・杏林大学医学部付属病

院、東京都認定がん診療病院である都立多摩総含医療センター、/AN立昭和

病院等の多摩地域の病院で、持ち回りで事務局を担当して定期的に連携会

議 (「多摩医療マネジメントセミす―」)を開催し、情報交換や各病院の取
組を発表する等、積極的に連携に取り組んでいる。

―
∞
『
―

注1)「人口割合J楓は、県全体の人口に対す
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(圏域図)がん診療連携拠点病院 申請状況

拠点 |∠ヽ 公立昭和病院 (新規 )

区中央部・区東北al・ 区票郎

東京都 平成22年 4月 1白現在の書ヨ定状況と患者受療

1西多摩l①
⑥が区東部を担当

: 区東部の患者の多く
は、区中央部へ受診
するため、⑥の病院
がカバーする。

③及④が区中央部を担当⑦及び③が区南部観 当

: 地域の医療連携の中核を担う⑦と、
: 特定機能病院として高度ながん診

: 曾喜]::[[ililIIill
: を図る。

北多摩北部
(空白医療日)

北多摩南部

① 東京都立駒込病院★
121癌研究会有明病院★
0東京大学医学部附風病院
④ 顧天堂大学医学部附属順天堂医院
⑤ 日本医科大学付属病院
⑥ 聖路加国際病院
O NTT東 日本関東病院
③ 昭和大学病院
◎ 日本赤十宇社医療センター
⑩ 東京女子医料大学病院
0日本大学医学部附属板橋病院
⑫ 帝東大学医学部附属病院
⑬ 青梅市立総合病院 |

① 東京医科大学八王子医療センター
⑮武蔵野赤十字病院
⑮ 書林大学医学部付属病院

(平 成22年 4月 1日
(平 成22年 4月 1日
(平 成22年 4月 1日
(平 成22年 4月 l日
(平 成22年 4月 :日
(平 成22年 4月 1日
(平 成22年 4月 1日
(平 成22年 4月 l日
(平 成22年 4月 1日
(平 成22年 4月 1日
(平 成22年 4月 1日 )
(平 成22年 4月 1日 )
(平 成22年 4月 1日 )
(平 成22年 4月 1日 )
(平 成22年 4月 1日 )
(平成22年 4月 1日 )
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※()内は平成21年 10月末提出の数値、下段は平成22年 10月末提出の数値
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。
4～ 7月の実績となる。 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載すること。

※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※1については、H21年度は6～ 7月、H22年度は
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東京都 平成23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療

⑮、⑮セリが北多摩南部・西部雄 当 ①及び⑫が区西北部を旦当

患者との連携に特色がある⑮の病院、
大学病院として人材育成の実績がある

9?層詈瀕 響 融
により、がん医療の充実を図る。

3ぢ禁男兵豊,省ヨ摩F部は、⑮、

・・・・・・

|

三 3:]ilttIIili[llll i
三 ililllili量貫:薔 :l底 聾繋鷺髪雲葉雪驚

部をカバーする。

⑩、①、⑩が区西部な旦当

いずれも高度ながん診療機能を備え、
地域連携や緩和ケアに特色がある⑩、
人材育成に特色がある⑩、先進医療

⑨及0が区西南部相 当

緩和医療今の積極的な取組がある③と、放射線治
療の実績が高いOが連携することにより、がん治
療成績の向上、緩和ケアの普及促進を図る。  

‐

中央部観 当

⑥が区東部を旦当

普曇縄黒鷹警t?喜筈忘猥えS募ち、雪
教育機能を備えた③が、各々の特長を
活かし連携することにより、区南部を
中心としたがん医療の充実を回るL

北多摩北部

北多摩西部

北多摩南部

lil::菫 i[:病院    lill
順天堂大学医学部‖属瀬天堂医院 (現況)

ili:::II[[     lill
日本赤十字社医療センター   (現 況)

否栞英季臣撃奇講輌霧橋病院  1漫語|
専驚李蓋憑馨鵜牒轟病院    1場 11
螢屋聾鼻李革会震
子医療センター

1援颯|
杏林大学医学部付属病院    (現況)
日立病院機構東京医療センター (新規)

⑩公立昭和病院         (新規}
21多摩総合医療センター     (新規)

東京都の地域特性

①都の拠点病院数は全国の24分の1

≪都の人口規模、がん患者数等≫
○都の人口  約1,300万 人 ⇒ 全国の1′10
0都民の総がん患者数 (推計)約 15万8千人⇒ 全国の1′10
0二次医療日の平均人口 約97万人 ⇒ 全国平均の約26倍
○都内の拠点病院数   16病院  ⇒ 全国(377)の 1/24

②他道府県からの患者流入割合が約40%

・拠点の患者4割は他県からの流入(主に埼玉、神奈川、千葉)
023区内地域拠点病院の流入状況  ⇒ 36.4%
O区中央部拠点病院の流入状況  → 33.3%
O区西割拠点病院の流入状況   ⇒ 34.0%
O全国平均の流入状況      ⇒ 5.5%

二次医 数を越えて拠点 指定することによる効

②がん診療の質の向上

「瓦赫施気、:::「 1
O拠点の拡充により、

①患者中心のがん診療連携体制

地域の中小病院、診療所との連携

O都内共通地域連携パス
「東京都医療連携手帳」の

「
の診療所数

酬選絶登翌尉LJ理革電亀属錦漂所
籾 隣71:I震歯撃贅盤1_
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患者中心の医療提供体制

拠点病院の必要規模

O専門的ながん医療提供、地域連携、
相談支援など拠点病院の役割を果たし、
都のがん医療の均てん化を推進するた
めには、都の人口や医療資源、患者の

受療動向等から、
二次医療圏数を越えた整備が必要

都の二次医療圏平均人口:全国の2.6倍
⇒ 都の拠点必要数 34か所
(13医療圏 X2.6倍 )

都におけるがん医療提供の方向性

【イメージ回】
{IL贅

貫

`ili安

心を与えるがん医籠提供体
"の
整●

医療資源を把握し、機能・役割分担を整理

医療資源の役割分担の明確化・整理

○患者の症状に的確に応じたがん医療を提供
⇔ 患者が状況に応じた医療機関を選択
〇個々の医療機関の医療水準向上

○患者にわかりやすい医療提供体制

連携強化

O拠点病院が連携強化・地
域支援の役割を一層果たす
ことにより、都全体の医療
水準向上、患者への質の高
い医療の提供

拠点病院が協力しながら、地域又は都全体
を支援していくとともに、東京都医療連携手帳
などを活用し、各病院の連携体制を蜜にする
ことで、網目状のネットワークを構築

患者に必要な医療が提供される
体制を整備

9.栃 木 県
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県北医療圏
(空自の医療圏 )

①栃木県立がんセンター★
(平成22年4月 1日 )
②栃木県済生会宇都宮病院
(平成22年 4月 1日 )
③自治医科大学附属病院
(平成22年4月 1日 )
④獨協医科大学病院
(平成22年 4月 1日 )
⑤上都賀総合病院   ヽ
(平成22年4月 1日 )
⑥佐野厚生総合病院
(平成22年4月 1日 )

県全体の1/3の面積を有し、
④及び⑤がカバーする。

⑥は両毛医療
圏の佐野市と
県南医療圏の
西部の一部を
カバーする。 県北医療圏に住むがん

患者は、①が受け入れる
体制を整備している。

び④は特定機能病院であり、がん専門医の派遣や
高度な手術支援、がん治療研究といった全県的機能を
果たしている。    ,
なお、③は県南医療圏の東部地区及び県東・央医療圏

8暑覇指匿頂懇貿l雀雲燿亀勿実」
=nは

県南医療圏

※()内は平成21年 10月末提出の数値、下段は平成22年 10月末提出の数値
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。
4～ 7月の実績となる。 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載すること。

※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※1については、H21年度は6～ 7月 、H22年度は
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栃木県平成23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向 資料3

栃木県 指定推薦等に係る考え方について
1.がん患者の通院圏域について

・両毛医療日 (足利市、佐野市)にはすでにがん診療連携拠点病院として佐野厚生総合病院が指定を受けて
いるが、足利赤十字病院には隣接する群馬県 (館林市・太田市・邑楽郡等)から多くの患者が受診してお
り、医療圏域及び県域を越

【群馬県からの患者動向】

※()内の%は群馬県か
らの患者の割合

①栃木県立がんセンター★(現況)
②栃未県済生会宇都宮病院(現況)
③自治医科大学附属病院(現況)
④獨協医科大学病院(現況)
⑤上都賀総合病院(現況)
⑥佐野厚生総合病院(現況)
⑦足利赤十字病院(新規)

県全体の1/3の面積を有し、
④及び⑤がカバーする。

⑥は両毛医療圏の佐
野市と県南医療圏の
西部の一部をカバーす
る。

⑦は、両毛医療圏の足
利市と群馬県の東部
の一部をカバーする

県北医療圏に住むがん
患者は、①が受け入れる
体制を整備している。

び④は特定機能病院であり、がん専門医の派遣や
高度な手術支援、がん治療研究といつた全県的機能を
担っている。
なお、③は県南医療日の東部地区及び県東・央医療圏
の県東地区、茨城県の西部の一部をカバーしt④は県南
医療圏の西部地区及び県西医療圏をカバーする。

1,990A  (19.2%) 2,175人  (20.2%)

新入院がん患者数 316A  (15.3%) 386A  (18.1%)

外来がん患者数 5,318A  (15.8%)

2.がん診療連携拠点病院間の機能的役割分担について

【
足
利
】

・消化器系がん(前立腺、膀眺等)や婦人科系が
ん(子宮がん等)を担当。
・H23.フに完成予定の新病院に、定位放射線治
療等の先進治療が行える体制を整備するとと
もに、緩和ケア病棟 (19床 )を開設。

・現在、両病院間で、診断、治療計画の策定、
し、患者の希望に応じた治療を行うなど、

蜜 |・ l腸サ声
を設置しており、乳腺腫瘍摘出術割 こ実

コ ・病院内に併設した訪問看護ステーションと連携して
がん患者の在宅療養を支援
・合併症や複雑な病態のがん患者に応対

初回治療、初回治療後のフォロー等、各段階で迅速に役割分担
地域完結型医療のモデルとなるような連携体制の構築を検討中。

3.隣接する医療日との関係について
口足利赤十字病院は、隣接する群馬県の医師会との病診連携体制の構築に努め、各医療機関が対応できる疾
患や医療処置を把握し、広域に集まった患者に対する急性期、初回治療後は地元のかかりつけ医との連携
を図る等、広域での円滑な医療連携を図つてし`る。 (H22.6～ 7において、群馬県の約60の医療機関との間 、
で、がん患者の受入れや紹介を行つており、また一部のがんについて地域連携クリティカルバスの運用も
始まつている。)



※アクシヨンプランにおいて平成29年度末までに緩和ケア研修会を修了した医師数を2,000人 と設定
・県内の緩和ケア病床数の増加 (62床→81床)によるがん患者の療養生活のニーズに対応可能

4.2次医療圏数を超えて拠点病院が指定される場合の効果について

①緩和ケアの充実
。緩和ケアの基本的な知識と技能を習得した医師等が計画的に増加 (年間220ん230人 )

②地域全体のがん医療水準の向上
・拠点病院による地域の医療機関への診療支援の促進、地域の医療機関の医療従事者を対象とした研修等
の開催等にょる地域におけるがん医療水準の向上
③医療連携の推進
・地域連携クリティカルバスの運用による医療連携や機能分担の推進 (平成23年 10月末までに5大がんに
ついて県共通の地域連携パス運用開始)
④がん患者及び家族への支援の充実
・情報発信体制の充実による患者必携等の普及促進
⑤がん登録の充実
・がん登録体制の強化及び協力体制の構築が図られ、県がん対策推進計画において定めた目標値 (地域が
ん登録のDCO割合を25%未満とすること)を達成し:がん登録の精度向上→県のがん対策に活用
・院内がん登録に基づくがん診療評価及びがん患者への還元

・他県の状況を踏まえ、フ～8箇所のがん診療連携拠点病院を整備 (人口25～ 30万人に 1箇所)
・来年度のがん診療連携拠点病院への予算について、今回新規推薦した足利赤十字病院を含む7病院分の予
算要求中。
。その他、緩和ケアの普及啓発事業やがん検診従事者資質向上事業、在宅療養支援環境整備事業等を実施予
定。    |

―i01-             `

14L神 奈 jll県

5,県の取り組みについて



●⑩の病院は、特定機能病院として、
・二次医療圏を越えた患者を対象とした高度
ながん医療の提供及び県内全域の地域が
ん診療連携拠点病院を対象とした診療支援、
研修会等の実施
①の病院は、
・二次医療圏内の患者への質の高いがん医
療の提供や医療従事者への研修会等の実
施
と役割を分担している。
●⑩の病院は医療圏南部に位置し、①の病
院は医療圏北部に位置しており、患者の通
院圏域が分かれている。
●県央医療圏に住むがん患者は、相模原医
療圏へ受診するため、⑩と①の病院が連携

甲 回

睡憂∃回

績須費・
三油匹療回

川県立がんセンター (平成22年4月 1日 )★
立行政法人労働者健康福祉機構横浜労災病院 (
浜市立市民病院 (平成22年4月 1日 )
立大学法人 横浜市立大学附属病院(平成22年4月 1日 )
マリアンナ医科大学病院 (平成22年4月 1日 )
井田病院(平成22年 4月 1日 )
務員共済組合連合会 横須賀共済病院(平成22年 4月 1
民病院(平成22年 4月 1日 )
海大学医学部付属病院(平成22年 4月 1日 )
里大学病院(平成22年 4月 1日 )
川県厚生農業協同組合連合会 相模原協同病院 (平成22年4月 1日 )
原市立病院 (平成22年 4月 1日 )

神奈川県 平成 22年 4月 1日現在の指定状況等について

各病院における平成21年9月 1日時点と平成22年 9月 1日時点の診療実績等の比較
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(90

130

(21) (258) (57)

12    143    23

●神奈川県の2次医療日のうち最大の人口を有す
る医療圏(151万人)で、がん患者が他医療圏へ流
出している。
●②と新規推薦病院⑬で、地域的・機能的役割分
担することにより、ニーズを受け止めていく。

●人口急増地域を抱え、また、交通の便がよく、
他医療日からのがん患者の流入割合が高くなつ
ている。
●新規推薦病院である⑭が⑥とともに、県内で
最も多いがん患者の相談等に対応していく。
●⑭を新たに拠点病院とすることにより、隣接す
る医療日の②とともに、県全体のアスペスト関連
疾患の検診・治療に対応する体制を整備してい
く。

1匹□ 回 ‐
湘南東椰
E壼田

員共済組合連合会 横須賀共済病院(現況)

川県厚生農業協同組合連合会 相模原協同病院(現況〉
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神奈川県におけるがん診療連携拠点病院の整備の基本的考え方
資料4-1_

1現在のがん診療連携拠点病院の整備状況

0本県では、県立がんセンターが「都道府県がん診療連携拠点病院」に、
県内11の二次医療圏において、11病院が「地域がん診療連携拠点病院J
に指定されている

O県立がんセンタ‐は、「神奈川県がん診療連携協議会」の運営
や地域がん登録の実施機関等として、拠点病院をリード
○地域がん診療連携拠点病院として、特定機能病院である大学病
院を4箇所分散配置し、がん診療に携わる人材の育成や先端的
治療を推進
O大学病院と併せて、4つの公立病院と2つの民間病院及び独立行
政法人が設置する1つの病院が、拠点病院として総合的で住民に
身近な医療を展開

          ュ             て
これら拠点病院とのネットワークを活用して、高度ながん医療の提供を図つている

2本県の状況及びがん診療連携拠点病院整備に向けた考え方

(1)がん患者数が全国第2位

8轟冠塀笙賜継督薯雲:こ臭具鋒鋒錯醍以層異£庁
=出

服鼈 撃監署罰こにおける都道府県別悪性新生物患者数)
→行政に対するがんへの対策や医療機関におけるがん医療へのニーズが高く、対応が急務

(2)都市部の二次保健医療日に人口が集中
O県西二次医療圏を除くすべての医療日で全国平均である37万人を上回る。
O特に人口が集中する都市部では、人口100万人を超える二次医療田が3か所存在
→特定の病院への憲者の集中によって十分な医療の提供が懸念6     ＼́

(3)高度ながん診療機能を有する病院
O高度ながん診療機能を有し、拠点病院として国の指定要件を満たしている病院が存在
→こうした病院の活用が望まれている

こ
本県の状況を踏まえ、同一医療圏内に新たな拠点病院を整備し、既存の拠点病院との役割分担や相互連携により、本県のがん
医療の水準を向上させていく

-107-

資料4-2
3.新たに拠点病院を整備することによる効果

【現状】 ●全国第2位のがん患者数

●高度ながん診療機能を有する病院の存在

●都市部への人口集中

一一ビ拠点病院を新たに整備 (昭和大
「

Ｊ

【県内全域へのがん医療の提供】
〇昭和大学横浜市北部病院による優れた大腸がん
治療等の県内全域への提供

○関東労災病院による優れたアスペスト関連のがん
治療等の県内全域への提供

【地域連携クリティカルバスの整備】
○現在、拠点病院が中心となって作成している県内共用
パスの普及による地域連携の充実強化

部病院・関東労災病院)

【相談支援体制の充実】
O多様な専門職を陣容とする昭和大学横浜市北部病院に
よる、囲内を超えたがん情報提供の充実

Oアスベスト疾患への対応等が充実している関東労災病院
と、緩和ケアの対応等が充実している井田病院との、それ
ぞれの特徴を生かした相談支援機能の強化

『可

【緩和ケア研修等の人材育成】
O緩和ケア研修修了者1人あたりの患者数が全国平均を
上回る本県の状況の改善

O研修の年2回実施及び定員を20名以上とするよう取り
組み、年間修了者数400名 以上を目指す

【地域がん登録の増加】
Oがん登録の実務のノウハウの発信源の増加による地域
がん登録参加医療機関の増加及び精度の向上

ユ

本県のがん医療水準の向上と地域連携の強化
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27.大 阪 府
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大阪府 平 月 1 日現在の指定状況と患者受療状況
資料 1

ク
【特定機能病院

(オンコロジニセンタニ)】
①大阪大学医学部附属病院

(平成21年 4月 1日 )

④大阪医科大学附属病院
(平成21年 4月 1日 )

大学附属枚方病院
(平成22年 4月 1日 )

②近畿大学医学部附属病院
(平成21年 4月 1日 )

①大阪府立成人病センター★
:  (平 成22年 4月 1日 )

⑫大阪市立大学医学部附属病院
(平成21年 4月 1日 )

【大阪府におけるがんをめぐる状況】
1.全国最悪レベルのがん死亡率
2.がん医療充実に対する府民の
期待が高い        ・
3.二次医療日の人口規模が全国
平均の2倍超

○特定機能病院
は、所在する
二次医療日の拠
点となるとともに、
複数医療日を
カバ■する。

O人材育成・派
遣、高度先進医
療の提供等、技
術支援・連携に
よるがん治療を
先導する役割を
担っている。

②市立豊中病院
(平曖 年4月 1日 )

⑥東大阪市立総合病院
(平成22年 4月 1日 )

③大阪南医療センター
(平睦 年4月 1日 )

⑨大阪労災病院
(平成22年 4月 1日 )

⑩市立岸和田市民病院
(平成22年 4月 1日 )

⑬大阪市立総合医療センター
/        (平成22年 4月 1日 )
⑭大阪赤十字病院

(平成22年 4月 1日 )

⑮大阪医療センター
、      (平成22年 4月 1日 )

大阪府の二次医療
圏数は3つであるがt`
大阪市二次医療圏に
ついては、4つの基本
保健医療日があり、
二次医療日数は実質

的に11となる。  il

⑥

中河内



※()内は平成21年 10月末提出の数値、下段は平成22年 10月末提出の数値
※1については、H21年度は6～ 7月 、H22年度は4～7月の実績 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載
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※()内は平成21年 10月 末提出の数値、下段は平成22年 10月 末提出の数値
※1については、H21年度は6～ 7月 、H22年度は4～ 7月 の実績 ※2については、ESD+ERRの合計数を記載
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大阪府 平成23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向

【特定機能病院(オンコロジーセンター)】
①大阪大学医学部附属病院〈現況)
④大阪医科大学附属病院 (現況)
⑤関西医科大学附属枚方病院 (現況)
⑦近畿大学医学部附属病院 (境況)
①大阪府立成人病センター★(現況)
⑫大阪市立大学医学部附属病院 (現況)

平成20年

がん登録データより

資料 4-1平成23年度大阪府におけるがん診療連携拠点病院の推薦について
1大阪府における状況
・全国最悪レベルのがん死亡率
・二次医療圏数は実質11(フニ次医療圏+4大阪市基本保健医療圏)、 全国平均2.2倍の人口規模
・がん医療に対する関心が高い
・6つの特定 じめがん診療に実績のある医療機関が多い

2～大阪オンコロジーセンター支援構想(案 )【資料4-2】～に基づくがん診療連携拠点病院の配置
・各二本医療圏に地域がん診療連携拠点病院を配置
。地域がん診療連携拠点病院である5つの特定機能病院は高度医療の提供、隣接圏域・他府県の患者も診療
・都道府県がん診療連携拠点病院である大阪府立成人病センターは府域全域の患者を診療

3新規推薦病院臓槻赤十字病向 について
。高槻赤十字病院は、平成14年 12月 に地域がん診療拠点病院とし
て指定されて以来、平成22年3月末まで三島医療圏におけるがん
診療の向上に取り組んできた。
・指定更新年である昨年度、放射線治療機器の整備が遅れていた
ことから指定更新ができなかったが、平成22年 9月 に放射線治療
機器 (リ ニアック)の設置が完了し、放射線治療を開始。
・三島医療圏には、高槻赤十字病院以外にも指定要件を充足して
いる病院があることから、複数推薦候補の中から集学的治療の
提供状況、緩和ケアヘの取組み、がん相談支援体制等を総合的に
評価の上、大阪府がん診療拠点病院選定委員会の審議を経て推薦。

高度先進医療を提供する大阪医科大学附属病院(特定機能病院:既指定)と、平成14年より地域拠点病院と

ぢ爾弓電子需冒塁輩ち強梵D表鍵襄繰名融 十宇病院が複数指定されることにより、三島医療日

※平成20年院内がん登録データに基づく
三島医療圏新発がん患著数

三島医療圏における患者受療状況

④91名 ★①59名
浜:庫

織

Ell大 学
F"属満L

三島底疲日の
人口

`74万

人〕は

(【参考】人口数:
45位高知県78万人、

薯0し
`名

良
★①221名

②市立豊中病院 (現況)
③高槻赤十字病院 (新規)
⑥東大阪市立総合病院 (現況)
③大阪南医療センター(現況)
⑨大阪労災病院(現況)
⑩市立岸和田市民病院 (現況)
⑬大阪市立総合医療センター(現況)
⑭大阪赤十字病院 (現況)
⑮大阪医療センター (現況) 和歌山

二次医療日に1箇所の配置ではがん医療の均てん化は困難⇒複数指定が必要

援体制の充実、緩和ケアの普及を共同実施
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大阪府におけるがん診療連携体制
～大阪オンコロジーセンター支援構想 (案 )～

特定機能病院が有するオンコロジーセンター機能を活用することにより、
都道府県がん診療連携拠点病院である大阪府立成人病センターとの連携協力
の下、大阪府域全体にわ止Jがん患者に対す が期待てきる。

高度歩進暉療

標準的がん医療

1緩和ケア

相談支援

情報提供

①大阪府立成人病センター
(都道府県がん診療
連携拠点病院)

前回の検討会における条件付き
キ旨定について

15。 新潟県、22.静岡県t24. 二重県



―
一
一
∞
―

(1)平成22年2月 3日に開催された「第6回がん診療連携拠

点病院の指定に関する検討会」における意見を踏まえ、済生会

新潟第二病院をがん診療連携拠点病院として新規に指定する

こととしたが、今般、新潟医療圏において指定更新した、

① 新潟県立がんセンター

② 新潟市民病院

③ 新潟大学医歯学総合病院
03-関 についてはt同一医療圏内に複数指定されてい

る現状を踏まえて、済生会新潟第二病院との関係及び必要性

について整理し、その結果について平成22年 10月 31日 まで

に書面により厚生労働省あて報告すること。,

(2)なお、「第7回がん診療連携拠点病院の指定に関する検

討会」において、(1)ついて委員から説明を求められた際には、

都道府県から報告がなされるようお願いする。

４
一〕・れ避「

誰

洞

―
一
一
Ｎ
Ｉ



2 新潟医療圏の現状
当県の人口は、本州日本海側唯―の政令指定都市である新潟市を含む新潟医療圏
に集中しており、面積が県全体の 17.6%であるのに対し、人口は約 93万人で、
県全体の約 39%を占めています。医療資源に関しても、がん診療に携わる医師数
は629名 (県全体の 50%)、 がん診療を行う病院数は 32病院 (県全体の 36%)
であるなど、新潟医療圏に集中しています。

また、受療動向を見ると、流出患者 365名 に対し、流入患者が 1, 874名 で
あり、他圏域と比較すると非常に多くの患者が流入している状況にあります。

【圏域別人口比率等】

新潟医療圏におけるがん診療連携拠点病院 4病院整備の必要性について
‐        新 潟

〔4病院指定の経緯及び趣旨〕
○ 指定の経緯
以下の理由から、済生会新潟第二病院の新規指定及び県立がんセンター新潟病院、
新潟大学医歯学総合病院及び新潟市民病院の指定更新の推薦を行った。
・ 拠点病院が所在しない佐渡医療圏及び県央医療圏をカバーする必要があること。
。 新潟医療圏は、日域内に居住する患者が多いことに加え、全県からの患者の流人
が多く、がんの医療提供体制及び相談支援体制の充実を図る必要があること。
。 新潟医療圏は、他医療圏と比べて 1拠点病院が支援すべき病院及び医師の数が多
く、新潟、佐渡及び県央の各圏域に所在する病院では緩和ケア研修等に遅延が生じ
ていること。

○ 平成 22年 2月 「第6回がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会」意見
「新たに指定を受けた済生会新潟第二病院と、指定更新した3医療機関との関係
及び必要性について整理すること」との指示を受けたことから、その結果について
報告するもの。                    ヽ

現在の指定状況

①下越圏域

下越圏域を1病院で対応

②新潟田域 (4病院)
新潟圏域、佐渡田域、県央圏域の
一部を4病院で対応

③中越田域 (2病院)
中越日域、魚沼圏域の一部、県央圏域
の一部を2病院で対応

④上越圏域 (2病院)
上越圏域、魚沼圏域の一部を2病院で対応

県

―

一

一

一

１

‐
一
Ｎ
一
‐

2次医療圏名 面積(kポ ) 人 ロ 人口割合(96) 人口密度
がん診療を
行引冑院数

がん診療に

携あ 医師数
定
数
指
院
魂
病

下越 2,319_1 22Q081 93%

新潟 2,223( 924,91{ 39.09( 416.〔

県央 733.( 234,58( 319.〔 64

中越 1,4321 425,591 179% 297.〔

魚沼 2.854.1 21S,451 92%

上越 2,1“ .1 286.01` 12.1% 132. 1

生渡 855.( 62.441 2691

計 12,5S3.: 2,37209( 100.0% 1,409.` & 1,26:

【受療動向】

患者住所
医療機関所在地

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡 県外等 合 計

下越 1 1,761

新潟 5,161 1 3C 5,52(

県央

中越
1,61〔

薇沼 2鋭 1

上越 1,32〈 1,44'

ヒ渡 34C

合計 7,03{ 1,82( 741 1,35( 12,72〔

出典 :新潟県のがん登録 (平成 18年度標準集計)



【各拠点病院におけるがん患者居住地

県立がんセンター新潟病院

他医療日,・
703A

佐渡医療日:

(平成 20年度)】

新潟大学医歯学総合病院

他医療日 ,330

役割分担

【新潟市を中心とした地域分担図及び特に力を入れている分野】

176人

県央医療日・
461 人

新潟医療田
(新潟市以外),
428りヽ

新潟医療田
(新潟市以外 )。
116人

新潟市西部 ,

86人

新潟医療日以外・
99人

新潟市東部.
1,801人 .佐渡医療日,

66人

県央医療田,
157人

醐
人
肺
輌
新

新潟医療田
(新潟市以外),
129ノ｀

新潟市西部,
131人

30.2%が新潟医療日以外の患者
・佐渡、県央医療田 :14.3%
。他医療日 :15.8%

39.9%が新潟医療日以外の患者
・佐渡、県央医療日 :16.1%
。他医療圏 :23.8%

佐渡 ‐県央医療圏を含む県全域のがん患者を対象

新潟市民病院 済生会新潟第二病院

新潟医療日以外,
48A

新潟医療圏
て新潟市以外).
29ノに

新潟市東部,
238ン｀

858人

74.0%が新潟市東部の患者 66.6%が新潟市西部の患者

新潟市内のがん患者を対象、 2病院間で地理的分担

県力
1ん診療連携拠点病院である県立がんセンター新潟病院及び特定機能病院

であり県内唯一の本学病院として最先端の医療を行う新潟大学医歯学総合病院
は、連携しながら県全域のがん患者を対象としています。
新潟市については、県立がんセンター新潟病院が県内唯―のがん専門病院と

がんセンター(県拠点)
【新潟、佐渡、県央を
含む県全域】

―
 ヽ     ‐  ｀f‐ ヽ

・5大がんを含む全てのがんに
(対する治療と研究
〔
:菫曇女棚 隋

・肝がん(ラジオ波焼灼療法)

【地区別・病院別患者数 (平成 20年度)】

医療圏 市町村 がんセン 新大 市民 済生会 合 計

新潟

新潟市東部 1,801 3,421

新潟市西部 8〔 1,76(

新潟市以外 702

所潟医療圏以外 1,34( 2,04(

新潟市東部

東区、北区、江南区、秋葉区、中央区

新潟市西部

西区、西蒲区、南区



(11 がんの医療連携体制の構築

卜

蹴 島 轟 連携クリティ加 パ スのけ 酬 羅 備 → 5大がん全て
|

医療機関との連携体制を構築し、切れ目のないがん医療を提供するため、新潟
医療圏の4病院が協力し全県統一の地域連携クリティカルバスの整備を図ります。

○ 県全域で統一された地域連携クリティカルバスの整備
当県では、ほとんどめ拠点病院で 5大がん全ての連携パスを整備していない
ことに加え、整備されているパスも一部を除いて病院個別のものであるという

現状の中で、県内全域から多数の患者を受け入れている新潟医療圏においては、

医療機関相互の連携を一層推進するためにも県内統一の連携パスの整備が求め

られているところです。 ・
このことから、新潟医療圏の4拠点病院の各専門分野の医師が中心となり、
県全域で統一された連携パスを整備するため、取組が進んでいるところです。 '

また、運用方法等について、県立がんセンター新潟病院を中心に検討を行い、

医師会とも連携する中で、 5大がん全てのパスで統一された規格及び運用方法
とし、地域の医療機関とがん患者の負担の軽減を図ります。

【地域連携クリティカルバス取組状況 (iO月 31日現在)】
・ 5大がん全てでバスの様式は作成済み
。胃がん及び大腸がんは、11月中に全県統一として運用開始予定

佗)緩 和ケア研修会の推進

|【アクションプランの目標】

| 
。病院勤務医のうち半数が研修会修了 9.3% → 50%     |

|【独自目標】                                 :
| 
・新潟医療圏での緩和ケア研修会開催回数の増加  4回/年 → 5回 /年以上  |
| ・佐渡医療日での緩和ケア研修会開催        o回  → 1回以上   |

新潟県がん診療連携協議会緩和ケア部会長である新潟市民病院が中心となり、
これまでの毎年1回ずつの緩和ケア研修会の開催に加え、4病院合同で研修会を
実施することにより、医師の受講機会を増加させ、早期の目標達成を図ります。

して市全域の患者の約半数に対応レている他、地域医療支援病院である新潟市
民病院及び済生会新潟第二病院がそれぞれ新潟市東部と新潟市西部のがん患者
を対象とし、地域のがん医療の充実を図っています。
。 また、新潟市以外を含む新潟医療圏全域、佐渡医療圏及び県央医療圏の一部
については、県全域をカバーする県立がんセンター新潟病院及び新潟大学医歯
学総合病院を中心に、4病院でカバーしています。

4 4病院指定の必要性
前述のとおり、新潟医療日には全県から患者が流入していることや、がん診療に
携わる医師や病院が集中していることなどから、県内のがん診療提供体制の中で重
要な役割を果たしているところです。
新ri3医療圏の4病院は、済生会新潟第二病院ががん診療連携拠点病院に指定され
て以来、新潟医療圏を中心とした全県のがん医療の更なる充実のため、4病院でど
のような取組を行っていくか、「新潟医療圏がん診療体制等検討会」において検討
を重ねてきました。

今後、新潟医療圏で以下の先駆的な取組を行うことで、他医療圏の拠点病院が追
随して取組を行うなど、効果の波及が期待できるとともに、「新潟県がん対策推進
計画」で掲げた「地域医療連携体制の整備」や「切れ目のない緩和ケアあ実施」等
の推進が図られます。

【新潟県がん対策推進計画及びアクションプランの課題と目標達成状況】

目標項目 到違目標 獄
②

目標
(H24)

医療機関の整
備 れ脇闇鏃,,激地轟FI攣F l興 111 〕病院 .

放射線療法・
化学療法の推
進並びに医療
従事者の育成

すべての拠点病院で日本放射線瞳瘍学会の認定
医を配置 3病院 〕病院

すべての拠点病院で日本臨床腫瘍学会のがん薬
物療法専門医祖 置 5病院 3病院

すべての拠点病院で、がん治療認定医機構のが
ん治療認定医の資格を有する医師を平成20年度
末と比較して倍数程度配置

病 院 〕病院

すべての二次医療圏で緩和″ チームを設置する
医療機関を整備

〕医療圏 r医療圏

:斃臨醐 ?響警奮学呼『誘お
=|

〕13名 ―
1509る |ヽ

■べての拠点病院で専門的な緩和″ の知識及
が技能を有しているがん診療に携わる医師を配置

〕病院 )病院

がん医療に関
する相談支援
及び情報提供

拠点病院における相談支援センターの合計相談
数 月600件 弓750件

住宅医療
住み債れた家庭や地域での療養を選択できる患
者数の増加 具体|うな数値目標なし
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B〕 がんに関する教育・研修の推進

i【独自目標】

| ・4病院澤携して企画したセミナーの開催回数    0回/年 → 4回 /年
: ・舞進的ながん医療の研修等の体制の構築      0病院 → 4病院
| 
・相互示準研修が可能な体制の構築         0病院 → 4病院

県内唯―の医育機関であり、新潟県がん診療連携協議会教育研修部会長である

新潟大学医歯学総合病院が中心となり、様々な職種・所属の医療従事者に対して

以下のような内容の研修を計画的に行うことで、全県的にがん診療のレベルアッ
プが図られます。

0 4病院の協力によるセミナーの開催
がんの教育研修に係る医療従事者向けのセミナーについては、各病院で各々

開催しているところですoS、 県立がんセンターや新潟大学医歯学総合病院にお
いては年 10回以上院外向けのセミナーを行っている一方で、それ以外め病院
はほとんどのセミナーを院内向けに開催している状況です。またt院外向けの
セミナーについても、病院単独で周知し実施しているため、受講機会や受講内
容が限定されるなどの状況もあります。

そこで、今後の取組として、今まで院内向けに行っていたセミナー等につい
ても、院外に門戸を開き、日域内t更には県内の医療従事者を対象に開催する
こととします。具体的には、4病院と新潟県がん診療連携協議会が連携してセ
ミナーの計画を立てることとし、4病院が内容に応じてそれぞれの得意分野の
研修を中心となって行います。幅広い分野の研修をより広い範囲の医療従事者
を対象に開催することにより、圏域内、更には県内の医療従事者の質の向上を
図ります。  '

【セミナーの主な担当分野】

○ 先進的ながん医療の研修等の実施
新潟医療圏の4病院は、それぞれの力を入れている分野において先進的な医
療を実施し、県内のがん診療の質の向上に寄与しているところです。
今後は、それらの先進的ながん医療について、全県を対象とした実地研修や

‐
一
Ｎ
ｇ
ｉ

○ 離島 (佐渡)での緩和ケア研修会開催
当県の地理的特学として、離島 (佐渡)がありますが、島内には拠点病院が
所在せず、緩和ケア研修会の開催義務がある医療施設がないことから、当該地
域に住む医師は受講が難しい状況にゎります。
佐渡島内の病院においてがん診療に携わる医師はjl名であり、全員が修了す
るためには佐渡島内で研修会を開催することが必要不可欠である一方、離島モ
の研修会開催は講師旅費等の面で負担が大きく、単独開催が難しいという問題
があります。

佐渡での緩和ケアの充実を図るため、経費面や研修会協力者の確保等につい
て、4病院の相互協力に事り仁渡島内で緩和ケア研修会を開催し、県内どこに
住んでいても切れ日のない緩和ケアカ

'提
供できる体制の充実を図ります:

○ 緩和ケア研修会の開催回数の増加
当県では、「新潟県がん対策推進計画」において、「平成24年度末までに、病
院においてがん診療に携わる医師の半数が研修等により、緩和ケアについての
基本的な知識を習得すること。」と目標を掲げていますが、研修会の質を高める
ため、他職種かつ少人数 (医師平均11人 )での研修会を開催しているところ
です。平成22年 3月 31日現在の修了者数は、全国でワースト3位であるなど、
修了者数が少ないことが課題となっています。    ′
その中でも、県内の医師総熱の約50%が集中している新潟医療圏 (対応して
いる空自医療圏を含む。)では、現状どおり1拠点病院が年 1回開催した場合、
研修会 1回 |た りの全国平均参加人数である約21人の医師が受講したとして
も、全員修了までに8年必要であるなど、研修の遅延が懸念されています。
今後は、従来どおりの年 1回ずつの開催に加え、4病院の共同開催により研
修会協力者の確保や経費面等を分担する中で、回数及び受講人数を増やしてい
くこととしています。これにより、年 2回 (佐渡医療圏での開催を含む。)程度
開催回事を増やすことで、新潟医療圏の医師が全員研修を修了するまでに必要
な期間は 5年となり、目標達成に向けて大幅な期間短縮が図られます。

⇒
増加

開催回数増加後

開催回数
了
勁
鰤
生
員
菫
全
必

4

S

7

R

1

病院洛 分野

県立がんセンター新潟病院 敗射線治療、がん登録、マンモグラフィ研修、細胞診研修

新潟大学医歯学総合病院 性来化学療法、キャンサーボード、先進医療、緩和ケア研修

新潟市民病院
漫砦雰ダ
ん
Ψ
腔鏡・腹腔鏡手術、内視鏡手徹内稀 X

済生会新潟第二病院 地域連携クリティカルバス

X21人/回で計算



沖
譴
嗣
海
圏
育
南
け
法
む
酬
岬
再
′

■
酵
開
鶏
回
澤
ｑ
卜
酵
厠
海
国
，

顧
蓼
斗
夕
汁
Ｓ
′
■
障
Ｏ
Ｎ
泌
灘
澤

ｑ
卜
酵
Ｓ
Ｎ
泌
灘
バ
汁
Ｌ
Ｉ
斗
い
。

＼庫
「

蒔
薄
開
鶏
圏

（冊
Ｄ
Ｓ
開
海
日
）

回、＼

島ん

l 
‐
E・ :

が

ヽ
Ｌ

油 てき奮 二

奪
洸
開
海
圏

当

ヽ
一

（襲

） ＼ R

ト○
輌
＝
サ
む
峙
マ
☆
―
奪
前
泌
灘
斗
（＝
爵
ヽ
や
ヽ
コ
ニ
ロ
）

○
輌
Ｈ
奪
融
田
部
罰
（囀
澪
ヽ
や
ヽ
コ
“
口
）

○
華
諦
汁
＝
厠
時
骨
お
ゆ
滸
罰
（判
爵
ヽ
■
一
油
一
回
）

○
奪
飾
計
コ
沸
罰
（欄
爵
Ｎ
や
ヽ
コ
‘
口
）

◎
鴻
肝
ゆ
奪
飾
∬
――
謙
罰
（＝
爵
ヽ
や
ヽ
コ
一
口
）

◎
加
ヨ
斗
十
＝
滸
罰
（囀
爵
Ｎ
捕
ヽ
コ
４
コ
）

○
繭
ヨ
■
冷
爺
”
泌
罰
（欄
秘
ヽ
希
ヽ
コ
４
口
）

○
罰
＝
■
，
泌
罰
（欄
爵
ヽ
や
ヽ
コ
」
口
）

◎
奪
飾
導
浮
謙
罰
（囀
爵
ヽ
や
ヽ
コ
一
口
）

「
′
〆
ｏ
Ｎ
前
罰
「
き
ュ
ー
斗
ぃ
。

蒔
爵
園
藩
囲
肩
府
け
漱
ざ

い
畔
再
′
奪
飾
囲
藩
日
，
願

蓼
叫
夕
汁
Ｓ
′
肝
石
○
澤
ｑ

◎
Э
泌
罰
鮮
■
●
百
奪
飾
Э

ヽ
都
罰
４
ヨ
ン
ー
料
夕
。

準
誰
輌
　
＝
爵
Ｎ
Ｎ
書
ヽ
コ
ニ

見学、手術指導などを積極的に行う体制を構築することで:新潟医療圏以外の
医療機関でも高度な治療を行える医療従事者を育成し、県内のがん診療の更な
る質の向上を図ります。

【各病院が力を入れているがん医療分野】

病院名 分野

県立がんセンター新潟病院 DET(放射線診断)、 ノパリス(定位放射線治療)

新潟大学医歯学総合病院
層選露平需暴簿輩各

根治術、腹腔鏡下肝切除/膵切除、

新潟市民病院
情化器がん(腹腔鏡手術)、
出がん(センチネ′リンパ節生検)

済生会新潟第二病院 FFがん(ラジオ波焼灼療法)

○ がん診療に携わる医療従事者の相互派遣研修等
上記に加えて、更なる医療従事者の資質向上を図るため、今後、がん診療連
携拠点病院間、又は地域の医療機関との間で、相互派遣研修を予定しています。
新潟医療圏の4病院が中′いとなり、各医療従事者の多彩な研修ニーズを踏ま
え、研修医・看護師・薬剤師など多様な職種の相互派遣研修を行うことにより、
対象者の資質向上のみならず、医療機関間の協力関係を一層強固なものとし、
医療連携体制の整備の促進を図ります。

(4 その他
ア 医療提供体制の充実
済生会新潟第二病院は、がん診療拠点病院の中で唯―「無料低額診療制度」を
有しています。        ・

このため、同病院が設置している「がん相談支援センター」等を通じて、この
制度の周知を行い、経済的な理由により他の医療機関で治療が困難ながん患者を
これまで以上に積極的に受け入れることが可能です。
これにより、一定の条件に合致する経済的困窮者に対し、質の高い医療を提供
することができる体制を構築します。

【無料低額診療制度利用患者実績 (平成 21年度)】
外 来 入 院 合 計

208人 395A 603人

県内のがん診療の質の更なる向上及び「新潟県がん対策推進計画」の推進を図るた
め :子は、新潟医療圏の4病院が連携して行う取組が必要不可欠であり、どの病院が欠
けても取組に遅延を生じることから、引き続き新潟医療圏において4病院の指定が必
要であると考えます。
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※く)内は平成21年 10月 末提出の数値、下段は平成22年 10月 末提出の数値
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。
4～ 7月の実績となる

` 
※2については、ESDttEMRの 合計数を記載すること。

※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※1については、H21年度は6～ 7月 、H22年度は

年間新
入院が
ん患者
敗(1月
～12

月)

年間
新入
院患
者数
に占
める
がん

慮者
の割
合
〈%)

性
瘍
行
数
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資料3

県 平成2o年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向
′ 句

佐渡医療圏
(空自の医療圏)

①県立がんセンター新潟病院★(現況)
②県立新発田病院(現況)
③新潟大学医歯学総合病院(現況)
④新潟市民病院(現況)
⑤済生会新潟第二病院(現況)
⑥長岡赤十字病院(現況)
⑦長岡中央綜合病院(現況)
③県立中央病院(現況)
⑨新潟労災病院(現況)

佐渡医療圏に住むがん
患者は、新潟医療圏へ受
診するため、主に①及び
③の病院を中心に新潟の
4病院でカバーする。

新潟医療圏へは、全県から
患者が流入しており:主に①
及び③の病院を中心に4病
院でカバーする。

県央医療圏に住むがん患
´
者は、新潟医療圏及び中
越医療圏へ受診するため、
①及び③の病院を中心とし
た新潟の4病院及び中越
の2病院でカバニする。

新潟医療圏

県央医療日
(空自の医療圏)

魚沼医療日に住むがん患者は、
中越医療日及び上越医療ロヘ

受診するため、中越の2病院及
び上越の2病院でカバーするふ

″
リ
ー
，
「
句

ノ



1新潟県のがん診療体制

2新潟医療圏の複数整備の必要性について
【新潟医療圏の特徴】
・ 県人口(2,372千人)の約4割が集中している上、他圏域からの流入患者が多い(新潟医療圏に所在する病院
を受診する患者の約3割 )
・ 医療資源が集中(がん診療に携わる病院医師(1,265人 )の約5割、病院(88施設)の約4割が集中)しており、
緩和ケア研修の実施に遅延(がん診療に携わる病院医師全員が修了するまでに、県内最長の8年必要)

【全県レベルの機能】

。日本に多いがん以外のがんに対応
・高度な診断・診療機能
・地域がん診薇連携拠点病院との連携による本県の
‐がん医療体制の充実・向上(県立がんセンター新潟病院)

県立がんセンター新潟病院
(県がん診療連携拠点病院)

・日本に多いがん以外のがんについて、全県的に対
応(特に、血液がん等では全国有数の診療実績)
・地域がん診薇連携拠点病院との連携

新潟労災病院
(アスペスト疾患センター)

・県内唯―のァスペスト疾患センターを設置し、全県を対応 ・5大がんを含む全てのがんに対する治療と研究・

。主に日本に多いがん(肺、日、肝、大腸、乳がん)に対応
・上記の他、各病院が専門とするがんに対応
・地域のがん診療枷 う病院やかかりつけ医との連携の強化

下越医療日 (人口220千人)

【下越医療圏を1病院で
対応】

。日域の基幹的な医療機関
・園域内の医療従事者の研
修の実施等、地域のがん診
療の質の向上に寄与

新潟医療日(人口:・ 105千人)

棚 躍〕
佐渡医療圏、県央医療甲

の

「

部を

県立がんセンター新潟病院

・肺がん、乳がんで高い実績
・高度な放射線治療
・県内のがん登録の向上に
重要な役割

新潟大学匿歯学総合病院

・5大がんを含む全てのがん
に対する治療と研究
・高度先進的治療の提供
・医療スタッフの育成。研修

・消化器がんへの競視下手
術は県内最多の手術飲、手
術の後進育成に中心的役割
・県内病院の緩和ケア体制
整備・普及に指導的役割

・肝がん(ラジオ波焼灼療
法)で高い実績
・サロンの場の提供など、患
者会を積極的に支援
・無料低額診療制度

中越医療日(人口652千人)

【中越医療圏、県央医療
圏の一部、魚沼医療圏
の‐部を2病院で対応】

長岡赤士字病饒
・肺がん等で高い実績
・患者支援チームによる質の
高いがん医療の提供

・外来化学療法の充実
・連携バスを整備し、協議会で
のパス検討に重要な役割
・がん予防にも尽カ

上越医療日(人口395千人)

【上越医療日、魚沼医
療日の一部を2病院で
対応】

・県内唯―のアスペスト疾
患センター
・我が日に多いがん全ての
連携バスを整備

各病院が、それぞれの得
意分野において他病院と
の連携や指導・普及の取
組を行うことで、県内の
がん診療の質の向上が
図られます。

連携によるがん医療体制の充実・向上

新潟市を中心とした地域分担図

☆県立がんセンター

【県全域】
約30%が新潟医療圏
以外の患者

隣接する空白医療圏 (佐渡医療圏、県央医療圏の

4病院の指定による相乗効果

05大 がんの全県統一パスを平成23年4月 から
運用開始予定
・4病院が中心となリパスを作成
。医療圏内の連携のみならず、全県下で拠点病院等と診療所
を含めた医療機関の連携が可能

05年 間で圏域内の病院医師全員(約600人 )が
緩和ケア研修会修了(3年短縮可能)

専震歴棄圏蔦轟事鴛倉霧態塞諾雇 }年
6回以上開催を目標

O全 県を対象に教育・研修の充実
・先進的ながん医療の研修等の開催
。4病院の協力によるセミナーを年4回以上開催  等

病院名 主な担当分野
暉 † 力 スヽ,十つ 々― 1射線治療、がん登録

断潟大学病院 小来化学療法、先進医療
断潟市民病院 肖化器がん(腹睦鏡下手術)_緩和ケフ
済 生 含
=二
編 際 FFがん(ラジオ波焼灼療法 )、 連携パス

県内のがん診療の質の向上を図るためには、引き続き4病院の指定が必要
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(1)平成?2年 2月 3日に開催された「第6回がん診療連携拠

点病院の指定に関する検討会」における意見を踏まえ、磐田

市立総合病院をがん診療連携拠点病院として新規に指定す

ることとしたが、今般、西部医療圏において指定更新した、

① 社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院

聖隷三方原病院

② 社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院

聖隷浜松病院

③ 県西部浜松医療センター

④ 浜松医科大学医学部附属病院

の生医療機関については、3医療機関に整理する等、同
=医

療圏内に複数指定されている現状を踏まえてその対応につい

て十分に検討し、その結果について平成22年 10月 31日 まで

に書面により厚生労働省あて報告すること。

(2)なお、「第7回がん診療連携拠点病院の指定に関する検

討会」におぃて、(1)ついて委員から説明を求められた際にはt

都道府県から報告がなされるようお願いする。
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2 平成22年度がん診療連携拠点病院の指定に係る推薦及び指定結果 (平成 21年度)
(1)静岡県の推薦方針
本県における平成22年度がん診療連携拠点病院の指定に係る推薦 (平成 21年
度)については、整備指針の見直しに伴う既指定の力Sん診療連携拠点病院の移行
期間が平成 22年度末に終了するとともに、未整備の2次医療圏においても整備
指針の充足状況を勘案した上で、当該医療圏においてもできる限りがん診療連携
拠点病院の整備を進めるため、以下のア～ウの推薦方針を定め、がん診療連携拠
点病院等の現況について確認しました。

ア 現行の整備指針に定める必須要件を満たす病院について、原則として、2次
医療圏に lヵ所を拠点病院に推薦する。
イ 現行の整備指針に定める必須要件を満たす病院がない2次医療圏について
は、県内の拠点病院等における院内がん登録による当該医療圏のがん患者の受
療動向等に基づいて、隣接する2次医療圏を含めて、拠点病院を推薦する。
ウ 2次医療圏内はもとより、県内のがん診療の質の向上及びがん診療の連携協
力体制の整備に寄与している病院を含む2次医療圏については、2次医療圏の
規模や病院間の役割分担や連携状況についても検討を加えて、同一医療圏内で
複数の病院を推薦する。

(2)厚生労働省への推薦及び指定結果
厚生労働省の「新要件に基づくがん診療連携拠点病院の指定の考え方」及び上
記2(1)に基づき、がん診療連携拠点病院等の現況を確認の上、検討を行った
ところ、 8つの医療圏で整備指針を満たす計 12病院のうち、志太榛原医療圏に
ついては複数病院を推薦する理由が乏しいことから、既指定の 1病院のみを推薦
することとし、がん診療連携拠点病院が未整備であった中東遠医療圏から1病院
を新規推薦するとともに、既指定のがん診療連携拠点病院 10病院を全て指定更
新として推薦しました。(表 5)

平成22年度の指定推薦状況と予想される患者の受療動向については、図3のと、
おりです。
なお、指定結果については、新規推薦した磐田市立総合病院が条件付き新規指
定となり、推薦時に付さ瑠■た条件を検討した結果を今回 (平成 22年 10月 31日
期限)報告することとされました。

<表 5:2次医療圏ごとのがん診療連携拠点病院の既指定数、推薦希望数及び県推薦数
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別紙に記載された附帯事項について検討し、推薦の可否を決定する。

(2)がん診療連携燿点病院等の現況
ア がん診療連携拠点病院の診療実績等

績FttF夕舌塁裏|:喬               l]曇菅言害重奮2意
っています。
ただし、短期間 (6～ 7月 )の診療実績等については、平成 21年度と平成
22年度の現況報告書に記載する評価期間が同一ではなかったため、単純比較で
きないこ■に留意する必要があります。

(3)がん診療連携拠点病院の適切な運営のための体制確保
本県におぃては、がん診療連携拠点病院機能強化事業による国庫補助基準額と
同額を県が確保することにより、がん診療連携拠点病院として求められる機能を
十分に発揮し、その運営が適切に行わ1■るための体制を確保しています。

―
一一
―ヽ



イ 各病院の現況
(ア ) 静岡県立静岡がんセンター (都道府県がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況
。新入院患者数が H,955人 、年間外来患者延数が lSl1 516人 の診療実績
があります。
・平成 20年症例の院内がん登録の状況から、当該1医療機PII力 折ヽ在する駿
東田方医療日のほかに、がん診療連携拠点病院を含む県内外の多数の病
院からの紹介患者を積極的に受け入ヨlています。
・院内がん登録 (平成 20年症例)

。がんに関する手術件数、放射線療法及び化学療法の診療実績は県内で最
も多くなっています。
・セカンドオビニオンはほぼすべてのがんに対応し、相談数は県内で最も
多くなっています。

③ 緩和ケアの状況
・緩和ケアの診療実績は県内で最も多くなっています。
・緩和ケア病棟を有するほか、緩和ケア外来の受診者は県内で最も多くな
っています。

④ 相談支援、地域連携等の状況
。相談件数は全国有数となっています。
・年 1回市民向けにがんの知識の普及・啓発のための公開講演会及び患
者・家族向けに、がんの病態等を学ぶ集中勉強会を開催しています。
・月に2回がんの知識を学ぶ『学びの広場』を開催しています。
・患者・家族が質の高い専門相談を身近で受けられるように、毎年県内各
地で医師等による患者・家族向けの出張よろず相談を実施しています。
・県東部地域を中心に静岡県立静岡がんセンターが中心的役割を担って、
最新の診断や治療に関する情報交換や合同カンファレンスを行ってい
ます。

⑤ 都道府県拠点としての状況
・静岡県がん診療連携協議会を開催するとともに、拠点病院等における各
部門の担当者会議 (緩和ケア、相談支援センター、院内がん登録)を開
催し、それぞ2■の部門の質の向上を図っています。
・静岡県がん診療連携協議会のホームページを開設して、関係者により情
報共有を図るとともに、県民向けのがんの情報提供を積極的に実施して

｀

います。
・担当者メーリングリストを活用して、日常的な情報交換による連携強化
を図っています。
・拠点病院等において活用できるがん情報を取りまとめた冊予、バンフレ
ットやDVD等を作成して、関係機関へ配布しています。 '
・医師、看護師に加えて、診療放射線技師、薬剤師、保健師等向けの研修
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③ 緩和ケアの状況      ・

・緩和ケアにおいて、常勤の臨床心〃I士をrla置して′ぃのケアの充実を図っ
ています。  1        、

④ 相談支援、地域連携等の状況
・IE談支援において、常勤の社会福櫃L士 (医療ケ■スヮーカー)を配置し
て社会復帰に伴う相談等にも対応の充実を図っています。
・県東部地域plE_の地域医療支援病院 (平成20年 7月名称承認)と して、
地域の医療機関との役割分担に基づく病診連携を推進し、紹介・逆紹介
件数は 2.295件の実績があります。

(工) 静岡県立総合病院 (地域がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況
・

営合蟹寧F数
が ,謁 lた 鋼 外線 拠 数が社|イ 人の議 難 が

② 集学的治療の状況
・外来化学療法は、平成 21年 9月 にベット数を 29床から40床に増床し、´
体制の強化を図っています。

・がん手術の周術期管理において、理学療法士による呼吸器 リハビリ、歯
科医による日Л空ケア、栄養サボー トチ

ーム (NST)に よる栄4Yt療法な
どを実施し充実・強化を図っています。

③ 緩和ケアの状況
・緩和ケア外来患者数は、年間 191人 (平成21年 1月 ～12月 )と県内で =―
 トップクラスとなっています。
④ 相談支援、地域連携等の状況
・がん経験者団体と連携して、患者の希望によりがん経験者団体のポラン
ティア訪間の予約を取っています。

・地域医療率援病院 (平成 19年名称承認)と して、地域の医療機関との
役割分担に基づく病診連携を推進し、静Fi l市 内5病院と静岡市静岡医師
会による「静岡がん診療地域連携協議会 (s― let)」 (胃、大1易、肺、乳
がんの術後地域連携パスを作成)では、患者登録数が439人 と最も多く

:

なっています。

・同一医療圏内及び県内の医療日の公立病院に定期的に診療支援を行うと
. ともに、地元の医師会等との共催等による研究会等を開催し、地域のが
ん診療の向上を図っています。

(オ) 静岡市立静岡病院 (地域がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況
。新入院患者数が 2.292人、年間外来患者延数が 42.154人 の診療実績が
あります。

② 集学的治療の状況
。肺がん手術件数は、38件 (平成 22年 4月～7月 )と県内でトップクラ

会を開1遣 しています。
・県東部地域を中′きに静岡県立静Mがんセンターが中心的役割を担って、
最新の診断ゃ治療に関する1青報交換や合同カンファレンスを行ってい
ます。

(イ ) 順天堂大学医学部附属静岡病院 (地域がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況            ・   .
。新入院患者数が 2,002人、年間外来患者延数が 49,862人 の診療実績が
あります。

・賀茂医療圏力、ら231人及び熱海伊東医療圏から205人のがん患者を受け
入れています。

② 集学的治療の状況
・放射線科医師 4名 (常勤 。専従)、 病理診断医師 5名 (う ち非常Ji J 3名 )
が診断医として従事し、正確で質の高い診断ができる体制を整備してい

ます。

・外来化学療法室では、看護師 4名が専従し、専任薬剤師 2名 による無菌
調剤を導入し、安全な治療を提供しています。

・静岡県肝疾患診療連携拠点病院に指定され、県東部地域の公立病院等ヘ

の診療支援を定期的に実施するとともに、県の治験ネットワークに参加

するなど、肝がんを含む肝疾患における県内の専門医療機関の中心的存
在です。

③ 緩和ケアの状況
・平成 20年度から、緩和ケア医師研修を開催するとともに、他の拠点病
院にファシリテーターとして講師を派遣しています。

・精神腫瘍学の指導者研修会修了者2名が緩和ケアチームに従事 (専任)
し、がん患者の抑うつ。せん妄への対応をはじめ、心のケアが充実して
います。

④ 相談支援t地域連携等の状況
・がん患者やその家族が,いの悩みや体験等を語り合う場として、平成 21
年度から「患者サロン」を設置しています。
・駿東田方医療圏に加え、賀茂医療圏及び熱海伊東医療圏との病診連携を

進めています。

(ウ) 沼津市立病院 (地域がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況
。新入院患者数が 1,297人、年間外来患者延数が 8,607人 の診療実績があ
ります。
・隣接する富士医療圏からも 123人の患者が受診しています。

② 集学的治療の状況
・肝がん手術 (ラジオ波焼灼療法)の件数は35件 (平成22年 4月 ～7月 )
と、県内トップクラスとなっています。



・認定看護師 (日本看護協会認定の「がん fヒ学療法看護認定看護師」、「緩
和ケア認定看護師」、「lt膚排泄ケア認定看護師」、「手術看護認定看護
師」)″ 中ゞ′いとなってがん患者のケアを実施するとともに、独自の研修
プログラムとして「がん看護コース」(基礎編10回、応月〕編10回 )を作
成し、院内外の医療従事者を対象に研修会を開催しています。
1 ・外科医師及び放射線診断・治療医師が、平戊 15年度から県が開催して
いる「静岡県マンモグラフィ講習会」(NPO法人マンモグラフィ検診
精度管理中央委員会共催)の講師として毎年参加し、県内のマンモグラ
フィ検診の指導的役割を果たしてきました。

(キ) 磐田市立総合病院 (地域がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況
・新入院患者数が 1,691人、年間外来患者延数が 30,035人 の診療実績が
あります。

② 集学的治療の状況
・外来化学療法加算 I(第 6部通則)、放射線治療専任加算等の実績件数は、
前年と比較して増加しています。

に係る施設基準等 (前年度比較)

区 分
121年度
(4月 ～9月 )

H22年度
(4月～9月 )

外来化学療法加算 I(第 6部 通則) 1.386件 1,630件
放射線治療管理料  (M000) 175件 259件
放射線治療専任加算  (‖000 235111:

緩和ケアの状況
・ 2次医療圏内で唯一、緩和医療科を設置して、専従の常勤医師や認定看
護師等からなる緩和ケアチームが緩和ケアを推進しています。
④ 相談支援、地域連携等の状況
・ 5大がんの地域連携パスを平成 21年中に作成し、平成22年 6～ 7月 の
運用実績は6件で、地域の医療機関との役割分担や連携を積極的に推進
しています。
・近隣の公立病院 (公立森町病院)と協定を締結して診断支援を行うとと
もに、急性期とその後の役割分担を行うなど、医療連携を推進していま
す。
・拠点病院等におけるがん患者の受療動向からみると、当該圏域は西部医
療圏への依存度が高くなっていますが、拠点病院が未整備の医療日の一
つが解消されることによって、県内のがん医療の均てん化が推進されて
います。

(ク ) 社会福祉法人聖隷福祉事業国総合病院聖隷浜松病院 (地域がん診療連携
拠点病院)

① 患者数の状況
。新入院患者数が 3,996人、年間外来患者延数が 71.566人 の診療実績が
あります。

―
一ヽ
い―

スとなっています。

③ 緩和ケアの状況
・緩和ケアチームと主診療科との緩和ケアカンファレンスは、主診療科以
外の複数科の医師等が参加し、情報の共有化を図っています。

④ 相談支援、地域連携等の状況
。患者支援図書館を平成 20年 9月 に開設し、自院患者に限らず広く開放
することにより、相談支援に活用するとともに、がん患者やその家族が
心の悩みや体験等を語り合う場ともなっています。

・地域医療支援病院 (平成 18年名称承認)と して、地域の医療機関との
役割分担に基づく病診連携を推進しています。特に、静岡市静岡医師会
との間で、診療所と病院の医師が 1名ずつ、がん患者の主治医となリデ
ータを共有する「イーツー (医 2)ネ ット」を推進しています。
・県内の公立病院に定期的に診療支援を行うとともに、地元の医師会等と
の共催等による研究会等を開催し、地域のがん診療の向上を図っていま

す。

(力 ) 藤枝市立総合病院 (地域がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況          ,
・新入院患者数が 2,027人、年間外来患者延数が 39,250人の診療実績が

あります。

② 集学的治療の状況
・院内クリティカルバスの整備による治療方法の標準化を進めています。
・指定要件の必須要件のうち、常勤の放射線治療に携わる専門的な知識及
び技能を有する専従又は専任医師の配置 (原則として必須)以外の要件
を満たす病院です。

※放射線治療に携わる専門的な知識及び技能を有する専従又は専任医師

の配置については、現在、非常勤専従医師4名で対応していますが、

常勤医師の確保のため、複数の大学医学部に医師の派遣を働きかけて
いること、また、常勤医師確保までの間、非常勤専従医師4名により
放射線治療に対応しているので、診療に支障は生じていません。

③ 緩和ケアの状況
・緩和ケアについては、平成 21年 4月 に、日本緩和医療学会の認定研修
施設に指定されるとともに、緩和ケア担当医師は暫定指導医の資格を取

得し、同じ医療圏内の病院が開催する緩和ケア医師研修の企画責任者を

務めるなど、地域の緩和ケア研修の指導的役割を担っています。

④ 相談支援、地域連携等の状況
・病院が居宅介護支援事業所として指定を受け、介護保険の介護支援専門

員 (ケアマネジャー)の資格を持つ看護師が、医療から介護までの一体
的なサービスを提供しています。(月平均30件 )
・ 5大がん、甲状腺及び前立腺の地域連携パスを平成 21年中に作成し、

平成 22年 6～ 7月 の運用実績は 16件で、地域の医療機関との役割分担

や連携を積極的に推進しています。

14



‐
一
ヽ
い
―

―
一ヽ
０
，

:稀建i難朧白;漁
〔li雉馘藝:囃嘲き奮T露

(コ ) 県西部浜松医療センター (地域がん診療連携拠点病院)
① 患者数の状況
。新入院患者数が 2,371人 、年間外来患者延数が 431588人の診療実績が
あります。

② 集学的治療の状況
・化学療法に携わる常勤の専任又は専従の医師を多く配置しています。

(専従 3名、専任 H名 )
・感染症内科を設置し、感染症専『1医が免疫力が低下したがん患者の治療
を安全に実施できるような体制を提供しています。

｀
③ 緩和ケアの状況
・緩和ケアチームに緩和ケア認定看護師が所属し、入院および外来患者の
支援を行っている。

④ 相談支援、地域連携等の状況
。相談支援センターにおける退院支援を平成 21年度は 1,916件行うなど、
在宅診療への支援を積極的に行うています。

・オープンシステムによる地域のかかりつけ医と院内医師との共同診療を
早期から導入するなど、地域における医療連携に先進的な取組を進めて
きた結果、県内で最初に地域医療支援病院 (平成 13年 2月 名称承認)
として認められました。             ｀

・先端医療技術センター (PETセンタT)では、平成10年からがんあPET
診断を開始し、約 10,000例 のがん患者を診断しているほか、浜松医科
大学や (株 )浜松ホトニクスと共同して産学連携による先進的な研究を
推進しています。

(サ) 浜松医科大学医学部附属病院 (地域がん診療連携拠点病院 )
① 患者数の状況
。新入院患者数が 2,376人、年間外来患者延数が 27,602人の診療実績が
あります。

② 集学的治療の状況
・静甲県肝疾患診療連攀拠点病院に指定さオ■、県西部地域の公立病院等ヘ
の診療支援を定期的に実施しており、肝がんを含む肝疾患における県内
の専門医療機関の中′き的存在です。

② 集学的治療の状況
・ 5大がんの手術件数は県内トップレベルにあります。
・ 5大がん以外に、泌尿器、11液、脳、頭頚部、11軟部判1識、小児固形な
どの悪性腫瘍についても、他の1医療機関からの紹介を受け、幅広く対応
しています。

・距瘍放射線科の常勤医 2名が年間新規患者数 500名超に対して放射線療
法を実施しています。

③ 緩和ケアの状況
・緩和ケア病棟は施設基準を満たしていませんが、緩和医療科の専従医 1
名、専任医4名 に精神科医2名が緩和ケアチームに加]わり、年間 100例
程度のホスピスケアを実施しているほか、緩和ケアカンファレンスを平
成 22年 6～ 7月実績で45回開催するなど、緩和ケアの充実に力を入れ
ています。

④ 相談支援、地域連携等の状況
・相談支援では、相談支援センターのほか、がん患者サロンを月1回程度
開催し、患者の視点に立った支援を行っています。

・地域医療支援病院 (平成 16年 6月 名称承認)と して、地域の医療機関
との役割分担に基づく病診連携を推進しています。

(ケ) 社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷三方原病院 (地域がん診療連
携拠点病院)

① 患者数の状況 ｀

,新入院患者数が 2,494人 、年間外来患者延数が 38.590人 の診療実績が
あります。

② 集学的治療の状況
・肺がん手術件数は、54件 (平成 22年 4月 ～ 7月 )と県内でトップクラ
スとなっています。         .

③ 緩和ケアの状況
・日本で最初のホスビス病棟を昭和 56年に開設し、県西部地域で唯―の
緩和ケア病棟を有しているほか、平成 19年 H月 には、(財 )日本医療機
能評fFE機構の付加機能である「緩和ケア機能」の認定を受け、専従の専
門医、認定看護師、薬剤師、臨床心理士からなる緩和ケアチームを中心
に、年間 400名以上に入院、外来を通じたサポート体制を提供していま
す。

・難治性がん性疼痛に対して、他施設で施行困難な神経プロックに多くの

実績があります。

④ 相談支援、地域連携等の状況
`相談支援において、がん相談支援センターの常勤3名 (看護師 1、 医療
ソーシャルワーカー2名 )で実施しており、平成 22年 6～ 7月 の実績
は 657件で静岡県立静岡がんセンターに次いでトップクラスとなって
います。
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省に報告を求める附帯条件が示されました。

<図 4 これまでの西部医療圏におけるがん診療の連携協力体制>
○地域分担及び機能分担

H20.1～ 12月 の診療実績

各領域の実績において最も優位性が高い病院 lH21 10月 末現在)

・がん患者の受入
・診療支援の実施

・がん医療従事者研修会の開催
・緩和ケア研修会の開催支援
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・寄附講座の設置による先進的な研究 (光量子医学)を進めるとともに、
消化器、婦人利、皮膚のがんに対する光力学治療を年間 10例以_L行 う
など、高度先進医療を実施しています。

③ 緩和ケアの状況
・緩和ケアチームに緩和ケア認定看護師及びがん化学療法認定看護師が所
属し、入院および外来患者の支援を行っています。

④ 相談支援、地域連携等の状況
・県内唯一の医学部として、昭和 49年の開学以来、卒前・卒後を通じて
医学教育を実施し、県内の公立病院を中心とした各医療機関に医師を多
数派遣 (平成 21年度 5,800回 )するとともに、がんプロフェッショナ
ル養成プランのコア施設 (「東海がんプロ」、基幹校 :名古屋大学)と し
て県内のがん治療に従事する医療関係者に先進的ながん医療研修の支
援プログラムを実施するなど、大学院、がん教育研究センター、liLi瘍セ
ンター等において、教育、研修、臨床研究が包括的に実施できる体制を
整備しています。

・がん教育研究センターを設置し、臨床試験及び治験に積極的に取り組ん
でいます。

ウ 静岡県地域がん診療連携推進病院
本県が独自に指定している静岡県地域がん診療連携推進病院については、平
成 21年度までは8医療機関でしたが、平成 22年度は、磐田市立総合病院がが
ん診療連携拠点病院に指定されたことから7医療機関となっています。
このうち、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」 (平成 20年 3月 1
日厚生労働省健康局長通知、平成22年 3月 31日一部改正)の指定要件を充足
する医療機関は焼津市立総合病院のみでした。              ・

(3)西部医療圏において指定更新された4医療機関への対応についての検討結果
ア これまでの西部医療日におけるがん診療の連携協力体制 (図 4)
西部医療圏の4病院は、過去申請時において、日域内で地域分担を行うとと
もに、がん診療連携拠点病院が未整備であった中東遠医療圏をカバーするとし

てきました。

そして、平成 22年 2月 3日 に開催された「第6回がん診療連携拠点病院の

指定に関する検討会J(以下、第6回検討会)においては、中東遠医療圏にお
いて、新たに磐田市立総合病院が現行指針の指定要件を満たしたことから、磐
田市立総合病院を中東遠医療圏におけるがん診療連携拠点病院として新規推
薦しました。

しかしながら、同医療圏は著しい医師不足のため、地域医療再生計画による

磐田市立総合病院における腫瘍センターの整備をはじめとする中東遠医療圏
における医療提供体制の再整備が終了する平成 25年度末までは、引き続き、

西部医療圏への医療依存度が高いものと見込まれました。
一方、西部医療圏の4病院については、平成 17年 7月 の旧浜松市と他の H
市町村の大規模合併に伴う政令市移行に伴い旧西遠医療圏と旧北遠医療圏が

合併し、人口が 87万人余の県内最大の医療圏である西部医療圏が誕生した経

は

は

Ｘ

Ｏ

区分 聖隷浜松病院 聖隷三方原病院
県西部浜松

医療センター

浜松医科大学

医学部附属病院

主な患者住所地

浜松市中部～

南束部

(中束遠医療圏)

浜松市北部～

北西部

iFK松 市西部～

南西部

浜松市東部～

北束部

(中東遠医療圏)

年間新入院患者致 {※ ) 3,971人 2,758人 2.181人 2.521人

年間外来がん患者数 1※ ) 6S.396人 40,304人 lS,710人 25,577人

集学|1治療 〇

緩和ケア ○

相談支援・情報提供 ○

地域連携 ○

人材育成 。研究 O
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(ウ)検 討の内容
a il■
‐
部医療圏におけるがんの集学的治療を行っている病院の状況 (表 s)
西部医療圏において、がん診療の連携協力体制の中でも中′ふ的なrj・在と
なるがんの集学的治療を行っている病院は、がん診療連携拠点病院を含め
7病院あることから、各病院の平成 21年におけるがん患者数等を比較し
ました。

その結果、がん診療連携拠点病院である聖隷浜松病院、聖隷三方原病院、
県西部浜松医療センター及び浜松医科大学医学部附属病院の4病院が茜
部医療圏におけるがん診療の中核的な役割を担っている状況が明確とな
りました。

<表 S がん患者数等の状況 (12111～ 12.31単位 :人、件)>

※2 ④医療機能調査 (静岡県厚生部医療室実施)

b がん診療の中核的な役割を担っている病院の状況 (表 9)
西部医療圏のがん診療における中核的な役割を担っているがん診療連
携拠点病院である4病院の診療実績等を詳細|に調査し、コンセプトの実現
に必要ながん診療の連携協力体制の検証を行った結果、各病院ががん診療
連携拠点病院に求められている機能を十分満たしている上で、表 7に記1支
した患者等の思いを実現するための具体的な方策において、4病院は、就
学的治療、緩和ケア、相談支援・情報提供、地域連携、医療従事者の育成
の各機能においてそれぞオ■異なる独自の強みを持ち、地域の医療機関等を
支援することにより、西部医療圏のがん患者や家族等の思いに沿ったがん
医療の提供を行うていました。
具体的には(聖隷浜松病院は、5大がん以外のがんを含む集学的治療の
診療実績が豊富であり、聖隷三方原病院は、我が国で最初のホスビスを開
設し、全国レベルで緩和ケアの普及・推進に寄与しており、浜松医科大学
医学部附属病院は、県内唯一の医科大学としてがん医療を提供する人材を
育成するとともに、臨床試験・治験、高度先進医療及び研究の推進により
最先端のがん医療を提供しているほか、浜松医師会中央病院を前身に持つ
県西部浜松医療センターは、昭和 48年 4月 の開設以来、オープンシステ
ムを引き継ぎ、地域の医療機関、訪問看護ステーション等との連携が充実

イ 平成 22年度がん診療連携拠点病院の指定に係る附帯事項についての検討
(ア )検 討組織の立ち上げ
第 6回検討会における検討会委員の意見を踏まえるとともに、平成 22年
3月 3日 付け健発0303第 2号厚生労働省健康局長通知「がん診療連携拠
点病院の指定について」に基づき、西部医療圏におけるがん診療連携拠点病
院を核としたがん診療の連携協力体制を再構築するための検討を行うこと
とし,西部医療圏内のがん診療連携拠点病院4病院、浜松市保健所、怖岡県
西部保健所、及び静岡県健康福祉部疾病対策課に、磐田市立総合病院が加わ
り、検討を重ねてきました。

(イ )検 討の視点 (表 7)
今回の検討においては、既指定のがん診療連携拠点病院の診療実績等のみ
に着目するのではなく、平成 22年 6月 15日 に公表された「がん対策推進基
本計画 中間報告書」(厚生労働省)に記載された「がん対策推進協議会」の
意見や厚生労働科学研究の報告書等を参考とすることにより、がんの患者、
回復者及び家族の視点から、「西部医療圏におけるより質の高いがん医療の
提供とがん難民を出さないためのがん診療の連携協力体制の整備」をコンセ
プトとし、その実現に必要ながん診療の連携協力体制の再IIt築を図ることと
しました。

今後の西部医療圏に必要ながん診療の連携協力体制にお
―
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示す。

区 分

隷
松
院

聖
浜
病 蛛珈就

県西部
浜松医
療セン
ター

松
大
院

浜
医
病

州
院

遠
病

松

災
院

浜
労
病 蹴梓鵬年間新入院患者数 19,764 14.315 13.019 5,440

年間新入院がん患者数 3,996 2,494 2.376

年間外来がん患者延数 74,566 38,590 43.588 27,602

年間院内死亡がん患者数

5大がん手術件数 (※ 2) 477

※ 1 「―」は、そォ1 おいて統計数値がない 一″

の 四部医療 圏に必要なかん診燎 f/」運 lyJl協フフ体制 にお け るコ ンセ フ ト等

コンセプト
西部医療圏におけるより質の高いがん医療の提供とがん難民を

出さないためのがん診療の連携協力体制の整備

目標

がん診療連携拠点病院においてがん患者の状態に応じた安全で

質の高いがん医療を提供するとともに、医療と介護の連携を含
む先駆的な取組などによる切オ■目のないがん診療の連携協力体

制を整備し、その成果等を県内外に積極的に提供することによ

り、県内に相乗効果をもたらし、全国に情報発信する。    、

患者等の思い

(発見～終末期)

良い医療を受けたい

苦痛を取り除きたい

不安を取り除きたい

自宅で過ごしたい等

患者等の思いを

実現するための

具体的な方策

集学的治療 (特に、放射線療法及び化学療法)の推進
緩和ケアの推進

相談支援及び情報提供の推進         ・

地域連携 (在宅医療).の推進

医療従事者の育成等
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開催口 協 議 事 項
1119.5.31 がん対策基本法とがん診療連携拠点病院のあり方

静岡県におけるがん対策の取り組み
県西部がん診療連携拠点病院連絡会の設置について
フオーラム等研修事業の協力体制について

120.2.7 平成 20年度四病院研修事業計画          ~
東海地区のがんプロフェッショナル養成プラン事業について
厚生労働科学研究費補助金がん対策のための戦略研究「緩和ケアプ
ログラムによる地域介入研究」に関する地域がん診療連携拠点病院
への依頼事項について

H20.6.16 平成 19年度事業報告               ~
平成 20年度四病院研修事業計画について
がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会について
がん診療連携拠点病院制度の見直しにおける対応について

121.2.19 平成 20年度プロック別研修事業報告          ~~~
平成 21年度四病院研修事業計画について
平成 21年度がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会にうい
て

H21. 7.30 ・平成 21年度四病院研修事業計画について
~

・平成 21年度がん診療に挑わる医師に対する緩和ケア研修会につい
て

H22. 3. 16 。平成 22年度がん診療連携拠点病院事業について      ~~~
・地域連携クリティカルバスについて
。平成 22年度がん診療に携わる医師に対する緩和ケアOf修会につい
て
。平成 21年度四病院研修事業実績報告および平成 22年度計画につ
いて
。力fん登録予後調査について

H22.6.IS 。平成 22年度がん医療従事者研修会について
。地域連携クリティカルバスについて

4病院におけ
るがん医療の

質の相互向上

に関する取組

実績

①緩和ケア合同カンファレンス             ~~
内  容 :緩和ケア研修会講師の講義内容の勉強及び症例検討

等

開 催 日 :平成22年度 4/14、 7/21、 9/29、 H/17、  1/19
参 加 者 :医師等

②がん登録担当者連絡会

内  容 :院内がん登録及び予後調査における課題とその解決方法
についての検討

開 催 日 :平成22年度 5/31
参 加 者 :院内がん登録実務担当者

<表 H 静岡県西部がん診療連Jg拠点病院連絡会を通じたがん11療の質の向_Lの IR剰1>
連絡会設置 119.5.31(事務局 :浜松|■科大学医学湖∫附 l・

ri病院)

しており、末期がん患者における要介護認定の迅速化に向けた取組が最も
進んでいるなど、医療と介護の連携を含め、4医療機関が連携してl也域の
医療機関等を支援し、セーフティーネットを形づくることで、切れ日のな
いがん医療の連携協力体11が整備さオ■つつあります。
なお、これらの4病院は、県内最大の面積を有する西部医療圏の地域分
担も認められ、地域ごとに患者の円滑な受診につながっています。(表 10)

※ 平成 20年症例

c 西部医療日のがん診療連携拠点病院の 4病院の連携による取組
西部医療圏でがん診療連携拠点病院の 4病院は、4病院で構成される静
岡県西部がん診療連携拠点病院連絡会を通じ、緩和ケア合同カンファレン

スを開催する等、4病院相互のがん医療の質の向上を図るとともに、地域
の医療機関の医師等を対象とした勉強会の開催、医療と介護の連携を含む

緩和ケア普及のための地域プロジェクトの共同実施や地域連携クリティ

カルバスの共同策定などを行っています。(表 11)

上
い
Ｎ
‐

<表

<表

9 コンセフトの実現に必要な方策と4病院の特長>
コンセプトの実現に

必要な方策
病院 実績

・集学的治療の推進 聖隷浜松病院

年間新入院がん患者数 3,996人 (年 )
悪性腫瘍手術件数 214件 (2ヵ 月)
放射線治療人数 780人 (2ヵ 月)

・緩和ケアの推進
・相談支援・情報提供

聖隷三方原病院

・緩和ケア病棟 有
・緩和ケアチーム依頼症例 88件 (2ヵ 月)

2

。地域連携の推進
(在宅医療)

県西部浜松医療
センター

病診連携 4,481件 (年 )
退院支援 1,916件 (年 )
要介護認定意見書 145件 (年 )

。人材育成・研究の

推進
浜松医科大学

医学部附属病院

がんプロフェッショllpフ・ラン 4コース20人 (年 )
臨床試験 (治験)199件 (年 )
診療支援 5,800回 (年 )

10 西部医療□のがん診療連携拠点病院における地域分担>
西区

+湘西市
南区 中区 東 区 浜北区 北区 天竜区

聖隷浜松病院

聖隷三方原病院

県西部浜松医療 4

浜松医科大学

計
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d 力Sん診療連携拠点病院に指定されることによる‖J乗効果      '
(a)西部医療圏におけるlll乗効果           ｀

表 11に示すような取組により、参加しやすい緩和ケア医

'T研

修会
の開鮮や暉療と介護の連携を含む多lllt種連携による地域全体への緩
和ケアの普及や、地域連携クリティカルバスの導入及び要介護認定の
迅速化等によるがん診療連携拠点病院における専門的ながん医療の
提供から身近なかかりつけ医療機関における在宅療養までの切れ日
のないがん診療の準携協力体制の整備が図られています。
これらの取組は、がん診療連携拠点病院である4病院からなる静岡
県西部がん診療連携拠点病院連絡会を核とした、地域の医師会等との
連携・協働による相乗効果によるものであり、静岡県がん対策推進計
画におけるがん医療の均てん化に関する数値目標である「地域連携ク
リティカルバスを導入しているがん診療連携拠点病院等の数」及び
「緩和ケアを専門としない医師研修会参加者」を達成するとともに、
がん診療に従事するすべての医師が緩和ケア医師研修会を受講でき
るような機会を確保していくことが必要です。

(b)静岡県のがん診療の連携協力体11における相乗効果
′表 11に示すような取組は、上記 (a)のように西部医療圏のみに相
乗効果をもたらすだけではなく、例えば、OPTI‖ プロジェクトは、全
国で唯
=、
総合病院である地域がん診療連携拠点病院を中心とした浜

松市を対象地域とした地域介入研究モデルであるが、対象地域外の中
東遠医療圏の施設も参加 (平成 22年 7月 1日現在、9施設 17名 )し
ているほか、プロジェクトの研究成果が全国のがん診療連携拠点病院
等を通じてそれぞオ■の地域に周知され、地域の実情に応じた連携協力
体制が構築されることにより、県内のみならず全国レベルでの相乗効
果が期待できます。

また(本県においては、緩和ケア医師研修会の 1回当たりの研修会
修了者数が全国平均を下回つているほか、研修会修了者 1人当たりの
悪性新生物総患者数が全国平均の 2倍近くであり、都道府県順位で下
位から3番目となるなど、緩和ケア医師研修会の充実・強化は喫緊の
課題となっています。(資料 1:平成 22年 10月 S日 開催 平成 22年度
全国がん対策関係主管課長会議 資料 6)
この点においても、西部医療圏においては、がん診療連携拠点病院
の 4病院が単位型緩和ケア医師研修の日程や講師の調整、合同広報を
実施しており、研修の主催者や講師の負担を軽減できると同時に、受
講生の受講の利便性を高めるために研修会の日程を調整したことか
ら受講者数の増加につながっています。

その結果、西部医療圏におけるがん診療連携拠点病院当たりの研修
会修了者数は全国平均の 2倍を上回る 41.5人に上っており、県内唯
―の医科大学である浜松医科大学や西部医療圏内の関連病院等に勤
務する研修会修了者が他の医療圏のがん診療連携拠点病院等に赴任
することにより、当該医療圏の緩和ケアの質が向上する相乗効果が見
込まれます。

―
一
０
”
―

ア普及のための地域プロジェクト (oPTIM)の 共同実施
(平成 20～ 22年度)

②地域連携クリティカルバスの共同策定 (平成 21～ 22年度)
。4病院と浜松医師会との協議
監修担当医師と浜松医師会担当理事による策定会議
4病院での監修分担
部位 監修担当病院

胃がん 県西部浜松医療センター

大腸がん 聖隷浜松病院

肝がん 浜松医科大学医学部附属病院

肺がん 聖隷三方原病院

乳がん 聖隷浜松病院

③がん患者における介護保険の要介護認定の迅速化 (平成 21年度)
末期がん等における要介護認定に関する打合せ会 (4病院、浜松市)
によりがん患者における介護保険認定において迅速化を実現した。
○申請書提出から審査会開催まで 約 lヵ 月 → 約 2週間

④緩和ケア研修会の日程・講師調整 (平成 21年度～)
4病院が単位型緩和ケア医師研修の日程や講師の調整、合同広報を
実施することで、研修の主催者や講師の負担を軽減できると同時に、

受講生の受講の利便性を高めるために研修会の日程を調整したこと
から受講者数の増加につながっている。

<平成 21年度 4病院における緩和ケア研修会の開催状況>
西部 1 西部21西部31西蔀4 全県

開催形態 合同調整、合同広報

開催日
5/17～ 6/7まで毎週開催
6/14～ 7/12までほぼ毎週開催

受講者数 42人 56人 41人 139人 376人
施設平均 f′ :=オ

',

生
'A/r病

院当たり#fiザ 37.6人

地域FA3外のが

ん医療の質の

静l上に資する

1文組実績
項  目 平成20年度

実 績

平成21年度

実   績
平成 22年度
(予定含む。)

緩和ケアセミ

ナー
10回

(1,273名 )

4回

H67名 )

4回

(333名 )

多職 Ari地域カ

ンファレンス

2回

1239名 )

2回

(204名 )

11コ

アウトリーチ 16回 H回 21回

連携ノウハウ

共有会等

18回 21回

市民公開講座 2回

(123名 )

1回

(600名 )

1回

(210名 )



く図5 西淵∫医療間におけるがん診療の連携脇力体11(再構築後のイメージ)>
西部医療圏

訪問看護ステーション

相談支援・緩和ケア
聖隷三方原病院
・緩和ケア病棟
・緩和ケ7f―ム
・緩和ケア研修

人材育成・研究       
｀

浜松医科大学医学部附属病院
・臨床試験 {治験)
・診療支援
・がんプロフェ,ショナル養成フ・ランなど

より質の高いがん医療の提供とがん難民を

出さないためのがん診療の連携協力体制の整備

地域連携 (在宅医療)
県西部浜松医療センター
・病診連携
・退院支援
・要介鎮認定の迅速化

集学的治療
聖隷浜松病院
・悪性腱瘍手術
・放射線療法
・化学療法

(工)検討の結果 (図 5)・
以上のことから、西剖:医療圏において、樹域内におけるより質の高いがん
医療を提供するとともにがん難民を出さないためには、引き続き4病院がが
ん診療連携拠点病院として、がん尋者の状態に応じた安全で質の高いがん医
療を提供するとともに、それぞオiの異なる独自の強みを持ち、地域の医療機
関等を支援し、がん患者や家族等の思いに沿ったがん医療の提供を行うこと
で、地域におけるがん診療の連携協力体制が再構築され、先駆的な緩和ケア
の地域モデルの成果等を含めた在宅までの切オ■日のないがん診療の連携協
力体制力

'確
保できる相乗効果が得られています。

さらに、これらのノウハウを県内外に情報発信し普及を図るとともに、受
講者が参加しやすい緩和ケア研修会の開催や、西部医療圏のがん診療連携拠
点病院に勤務する医師による県内のがん診療連携拠点病院への診療支援等
により、それぞオ■の地域の実情に応したがん診療の連携協力体制が構築が推
進されることから、県内に対しても複数指定による相乗効果を発揮できます。

・聖隷浜松病院
。聖隷三方原病院
・県西部浜松医療センター
・浜松医科大学医学部附属病院

4病院におけるがん医療の質の相互向上、地lplと の連携強化
↓

地域におけるがん診療の連携協力体制を充実

先駆的な取組の成果等を含めた在宅まで

の切4■ 日のないがん診療の連携協力体制

を全県及び全国に波及させる
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区   分
ll・I部医 jj71J 中嗜〔違 |[織 |‖

llll考

聖林浜松病院 型球三方原病院
1西部浜松匡績
ヒンター

兵栓医科大学 :【

子部附

“

病院
S:]市立総お病
た

年‖1新入院がん患者歌 3,996人 11) 2.191人 (2) 2.371人  

“

) 2.375人  6) 1.691人 12L l～ 12月

`=“

り外来がん患 者歌 (ヽ() 71,566人 (l) 38.590人 {3) 13.5S8人  佗) 27,602人 {1)

'0,035人

1211～ 12月

年‖l院内死亡力
`ん
患者数 (※ } 330人 (a 1:5人 258人 6) 105人 212人 1211～ 12月

集

挙

ヽ
　

療

懸性胆瘍手術件欧 窯塁襲(l) 186件  {3) !65件 (1) 306件 (2) 215件 122J～ 7月

対外照射延べ人数 獣 逓 薬 {l) 410人 130人 153人 (2) 312人 1211～ 12月

小線源治彼延べ人数 0人 13) H人 0人 8) 4人 1211～ 12月

lL学療法延べ人致 (入院・外来 ) 885人 12) 193人  14) 871人 566人 1224～ 7月

松
和

ケ

ア

コ和ケア■ムに対する依頼症例件致 35件 12) 22件 (31 18件  14) 15件 1226～ 7月

■和ケア診疲加算 5‖件 {2) 緊‖) 0件 偲) 0件 {3)
月

月

晏和ケア病棟 (※ ) l―l

お
Ｒ
ヽ

←) ←) ←) 〔―) Ё設基準¢
け無

Ill談 支援件数 602件 {2) 藤Ψ 5S2件 158件 {4} 138件 122.6～ 7月

壇

　

理
携

（
在

宅

医
療
）

iB院支援件数 (※)(がんのみ) 1,459件 9) 155件

“

) F`成 21年度

墨院時共同指導科 2(がんのみ )
癬   {i)

32件 {2) 19件  6) 11件  14)
月

月

円放型病院共同指導科 {])(※ 〕
(がんのみ) 626件 O) 36件 8) 7件 

“

) 25件 平成21年 FxF

妥介班認定意見書作成件数 (※ )
(がんのみ) 115件 12) 66件 13)

鐵  (1}

35件

“

) 220件 平成21年度

人
材

育

成

研

究

島床試験・治験件数 (※)(がム
のみ) 21件 唸) 22件 13) i3件 臨 il) 2件 平成21年度

,療支援件数 (※ )(がん以外
`b。 ) 680回 〔2) 22回 (3) 21回

茫  {11

811件 平成21年度

専門性の高い医療従事者の育鵬
、(※ )(がんのみ) ←) ←) {―)  ←) ←) ←)

轍  {!)
(― ) 平成21年度

<A13 Ⅲl〔遺|■績田及び画部l=療にlの 1,蒙実議■比ltその2>
原:‖として、窮6回がん診療連携拠点病院の指定に円する債.l会に11出したヽヽ科2の JFI Hで :うる。

注: P濫」?あ織 』躍塾墨占網普峰箇覇馨警fC編詈意雲曹」暑滑菅嘉曹La瞥 lh」 9肥撥省キ芳管ナ進
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ウ 中東遠医療圏との関係
これまで、西部医療圏では、がん診療連携拠点病院が未整備であった中
東遠医療圏をカバーすることもあり、4病院の指定を受けていました。
平成 22年度に磐田市立総合病院が条件付きながらもがん診療連携拠点
病院に指定さオ■たことから、平成 21年度と平成22年度の診療実績を比較
すると、調査時点による変動はありますが、直近の平成 22年 9月 までの
診療実績は、がん性疼痛緩和や密封小線源治療機器を導入した放射線治療
等を中心に伸びており、地域連携クリティカルバスの稼動件数も1曽加しつ
つあることが明らかとなりました。(表 12、 表 13、 表 14)
以上のことから、中東速医療圏では、西部医療圏への患者流出は認めら
1■ますが、新たにがん診療連携拠点病院に指定された磐田市立総合病院を
中心に、医療圏内におけるがん診療の連携協力体制が整備さオ■つつあると
言えます。
一方:西部医療圏においても、がん診療連携拠点病院の診療実績等は全
体として増加傾向にあることから、磐田市立総合病院が新規指定を受けた
ことにより、両医療圏において診療実績等に相乗効果があったものと考え
られます。

※1:悪性腫瘍手術件数及び築物療法は、年度により現況報告書の集計時期が異なるため、122.
4月 ～ 7月 の件数を1/2と し、前年度との比較の参考とした。

※2:退院時共同指導料2は、年度により現況報告書の集計時期が異なるため、H219月～122.
8月 の件数の 1/6と し、前年度との比較の参考とした。
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<表 12 中東遠医療圏及び西部医療圏の診療実績比較その1>

病院名

推薦

書。現況

報告書

年度

年間新

入院が

ん患者

数

{1月 ～

12月 )

年間外

来がん

患者数

{1月 ～

12月 )

錮
肺
殖
妨
緒
数
呻
”‐２
別

悪性

睡瘍

手術

総数

16～ 7

月)

放射線治療

年間患者実数

(1月 ～12月 }

がんに係る菜

物療法

のべ患者数

(5月 ～7月 )

御
″
升
虻
肘
猜
鯵
厳
轍
［
川

搬
雄
レ
タ．
機
は
‘６”７
ル

峨
』
鵬
捌
２
＜６”７
別

外

射

体

照

魏
鵬
療

就
鯖
数

棘
鯖
数

中東選

計

21年度 32870 0 0

22年度 30.035 4 0

西都計
21年度 :83,0!7

22年度 I】 .237 184.346

県計
21年度 37.607 523.285 3.869 5,862

22年度 37.198 500.147
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(4)厚生労働省への推薦
今回の推鷹に当たり、「がん診療連携拠点病院の整‖iに関する指針」 (平成 20
年 3月 1日 厚生労働省健康局長通知、平成 22年 3月 31日 一部改正)及び 3(1)
に基づき、がん診療連携拠点病院等の現況等について検 it・lを行いました。
このうち、蓄太榛原医療圏については、指定要件を充足する医療機関は 2病院
(藤枝市立総合病院、焼津市立総合病院)あるものの、当該医療圏は医師不足が
著しく、地域医療再生計画の対象地域となっており、隣接する静岡医療圏等への
患者の流出があることなどから、複数病院を推薦する理由が乏しいため、既指定
の 1病院 (藤枝市立総合病院)のみを推薦することとし、3(2)、 (3)及び4
により、県全体としては、昨年度条件付き新規指定を受けた磐田市立総合病院を
含む既指定の 11病院を国へ改めて推薦することにしました。 (表 15)
したがつて、今回の推薦意見書においては、現況報告のみとなり、新規指定、
指定更新、辞退の対象となる医療機関はありません。
そのため、平成73年度の指定推薦状況と予想される患者の受療動向については、
平成22年度とほぼ同様になるものと考えられます。
また、本県においては、平成22年度においても、がん診療連携拠点病院機能強
化事業による国庫補助基準額と同額を県が確保することにより、がん診療連携拠
点病院として求めらオ■る機能を十分に発揮し、その運営が適切に行われるための
体制を確保しています。

平成23年度がん診療連携拠点病院の指定に係る厚生労働省への推薦について
は、平成22年 10月 15日 に開催された平成22年度第 1回静 Fil」県がん対策推進協議会
(会長 :大村慎一静岡県副知事、委員23名 のうち5名ががん患者経験者又はその
家族、資料2)において、昨年度の指定通知 (平成22年 3月 3日 付け厚生労働省
健康局長通知)、 がん診療連携拠点病院の指定の考え方 (原則 2次医療圏に1医
療機関、2次医療圏数を超えて指定が必要な理由、県によるがん診療連携拠点病
院の適切な運営のための体制確保等)、 県内のがん診療連携拠点病院等の指定状
況及び昨年度の指定通知の附帯条件である西部医療圏の 4医療機関への対応に
ついての検討結果等について説明し、昨年度条件付き新規指定を受けた磐田市立
総合病院を含む既指定のH病院を回へ改めて推薦することで了承を得ました。

<表 15:2次医療圏ごとのがん診療連携拠点病院の既指定数、指定要件充足数、県推iltii
数 (平成 22年度)>
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<表 H 磐田市立総合病院の診療実績等>
平成 21年 度

(1～ 9月 )

平成 2211度

(■ ～9月 )

新入院患者数 5,710

新入院がん患者数

新入院患者数に占めるがん患者の割合 (%)

外来がん患者数 11.032 17.587

がん地域連携クリティカルバス稼動件数 16(4～ 3月 )

うち肝がん

うち乳がん 11

うち肺がん 1

うち大腸がん

うち胃がん

がん診療連携拠点病院加算

がん患者カウンセリング料

がん治療連携計画策定料 (計画策定病院)

無菌治療室管理加算

がん性疼痛緩和指導管理料

外来化学療法加算 I

外来放射線治療加鼻

直線加速器による定位放射線治療の施設基準 14

密封小線源治療 1

医療圏名 賀茂
海

束

熱

伊

束

方

駿

田
富士 静岡

太

原

志

榛
棘
逮

西部 計

既指定数 0 0 3 2 11聾菫 1 4
¨
“

．
ロ

指定要件充足数 0 0 0 2 1 4 F■ 21

県推薦数 0 0 0 2 壇
・

I 4

30



医療圏名 分 析 結 果

賀茂
・がんの集学的治療が実施 llr能な病院がないことから、隣接する駿
東田方医療日に患者が流‖1している。

熱海伊東
・がんの集学的治療が実施可能な病院がないことから、隣接する駿
東田方医療圏に患者が流出している。

駿東田方

院内がん登録データにおいて、医療圏内の大多数の患者が同=医
療圏内のがん診療連携拠点病院等を受診している。
隣接する賀茂医療圏及び熱海伊東医療圏の患者の大多数、及び隣
接する富士医療圏の一部の患者が流入している。
都道府県拠点病院である静岡県立静岡がんセンターが位置してお
り、全県及び県外から患者が流入している。

富士

・医療圏内の過半数の患者が同一医療画内の2つの静岡県地域がん
診療連携推進病院を受診している。
・隣接する駿東田方医療圏に4割弱、静岡医療圏に1割弱の患者が
流出している。

静岡

。医療圏内の約9割の患者が同二医療圏内のがん診療連携拠点病院
等を受診している。
・隣接する富士医療圏及び志太榛原医療圏の一部の患者が流入して
いる。             .

志太榛原

。医療圏内の約 S割の患者が同一医療圏のがん診療連携拠点病院等
を受診している。
・医療圏内の約 2割の患者が駿東田方医療日、静岡医療圏及び西部
医療圏に流出している。

中東遠

・医療圏内の約 4割の患者が同一医療圏の静岡県地域がん診療連携
推進病院 (当時)を受診している。
・隣接する西部医療圏のがん診療連携拠点病院に過半数の患者が流
出している。

西部

「医療圏内の大多数の患者が同一医療圏内のがん診療連携拠点病院
を受診している。
・志太榛原医療圏の一部、隣接する中東遠医療日の過半数、及び県
外から患者が流入している。

「
一
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<表 17 がん患者の受療動向の分析量米 (平成 19年、平成 20年症例)>

イ がん診療連携拠点病院における診療実績等の動向 (表 6[再掲])
各がん診療連携拠点病院における診療実績等の状況について、平成 21年度
及び平成 22年度を比較したところ、全体として大きな変動はなく、職員の異
動や休暇取得、病棟の建替等により変動する一部の項目についても、指定要件
を欠く医療機関はありませんでした。
ただし、短期間 (6～ 7月 )の診療実績等については、平成 21年度と平成
22年度の現況報告書に記載する評価期間が同一ではなかったため、単純比較で
きないことに留意する必要があります。
なおt相談件数の増加については、平成 20年度から静岡県がん診療連携協
議会の相談支援担当者会議等などを通じて、相談支援体制の充実が図られた結
果であると考えられます。

4 2次医療日数を超える数の医療機関をがん診療連携拠点病院に推薦する理由 (平
成 22年度)

(1)県全体から見た患者の受療動向等
ア 院内がん登録から見た患者の受療動向
がん診療連携拠点病院等で実施されている院内がん登録 (平成 20年症例分)
の分析した結果、がん患者の受療動向は平成 19年症例分の分析結果とほぼ同

 ヽ  様の傾向でした。(表 16、 表 17)
ただし、これらの分析結果は、中東遠医療圏において磐田市立総合病院がが
ん診療連携拠点病院として指定を受ける以前のデータであることに留意する
必要があります。

<表 16 がん患者の受療動向 (上段 :平成 19年症例、下段 :平成20年症例)>
がん患者住所地               '

医療

圏名
賀茂

海

東

熱

伊

東

方

駿

田
富士 静岡

太

原

志

榛
中東遠 西部 県内計 県外

東

方

騒

田 躙 黎
一輻
縦
澪
塁
毅
鶴
総
榊

｀
(54)

37

(5,399}

5,850 霧
富士

(11)

9

{1.049}

1,H3

静 岡

鶴
綴
寧 陶

太

原

志

榛 颯
棘
遠

{1)憎

懇 齢

西部
(16)

14 絣
(1,936)

4,957 畿
合計

“

４

(3,267

)

3.602

(1,959

)

2,096

(3,238

)

3.651

(2,701

)

3.008

{1.601

)

1.671

(4,047

)

4,028

{17,695}

18,970

受

療

先

―
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ウ 平成 23年度の指定推薦状況と予想される患者の受療動向
上記ア及びイの結果から、平成 22年 4月 1日現在の指定状況と患者の受療
動向等 (図 3)と平成 23年度の指定推腐状況と予想される患者の受療動向は
ほぼ同様の傾向になるものと考えられます。

(2)同一医療圏内で複数指定を受けてし、る医療日の状況等
ア 駿東田方医療圏
がん診療連携拠点病院等における院内がん登録データによオ■ば、駿東田方医
療圏では、同医療圏内に住所を有する患者の大多数 (99%以上)が治療を受け
ているほか、隣接する賀茂医療圏及び熱海伊東医療圏に住所を有する患者の、
.9割以上が駿東田方医療圏の静岡県立静岡がんセンター、順天堂大学医学部附
属静岡病院及び沼津市立病院の3ヵ 所のがん診療連携拠点病院を受診してい
ました。 (表 16)

また、これらの 3病院の診療実績等に大きな変化は認められませんでした。
(表 6)
さらに、隣接する賀茂医療圏と熱海伊東医療圏では、今のところ、指定要件
を満たすことができる医療機関は見込めない状況で、上記のように、駿東田方
医療側の 3病院がこれらの 2つの医療圏を補完している状況となっています。
以上から、賀茂医療圏、熱海伊東医療回、駿東田方医療圏の 3つの医療圏の
がん医療はt駿東田方医療圏内に所在する3ヵ所のがん診療連携拠点病院が対
応していることから、駿東田方医療圏においては、引き続きこオ1らの 3病院を
推薦します。

イ 静岡医療圏
静岡医療圏では、同医療圏内に住所を有する患者の約 9割が医療圏内のがん
診療連携拠点病院等において治療を受けているほか、隣接する富士医療圏 (が
ん診療連携拠点病院が未整備の医療日)及び志太榛原医療圏から、それぞれに
住所を有する患者の約 1割の患者を受け入れている状況となっています。(表
16)

静岡医療圏は、そ1■ぞれ別の医療圏であった旧静岡市と旧清水市が合併して
人口約 72万人を擁する県内で 2番目に大きい医療圏ですが、地元の医師会を
中心とした「静岡がん診療地域連携協議会 (s― net)」 による市内共通のがんの
術後クリティカルバスを用いた病院と診療所の二人主治医システム (イ ーッー
ネット病診連携システム、資料 3)等により、病院と診療所が役割分担を行い、
地域連携クリティカルバスの運用が県内では最も進んでいます。 (表 18)
また、これらの連携システムには、訪問看護ステーションや介護保険施設 (ケ
アマネジャー)も参画しており、在宅緩和ケアのための医療と介護の連携も進
んでいます。

以上から、静岡医療圏においては、引き続き、静岡県立総合病院及び静岡市
立静岡病院の 2病院をがん診療連携拠点病院として推薦します。
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<表 lS 静岡医療|コにおける地域連携リ ティカルバス運用実績 (H22.6月 末) >
登録患者数

1大腸 1胃 1乳 11「
抹消数 現在の登録

患者数

利 用

医師数
833人 1101人 1291人 1131人 1 1人 15人 8iS人 4SOメ、

ウ 西部医療圏
3(3)に記載したとおり、西部医療L■lにおける4病院についても引き続き
がん診療連携拠点病院として推薦します。

―
一
〇
〇
１

，
一
一
輌
―

悪性新生1カ
総患者数

(C)

修了者1人あ
たりの患者数
(C/A)
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役 1は 氏 名 i]iキ r・il]l(ヤ 繊 指
・

会 長 人付 慎一 占llllllt

iiJl会長 1鮨口 建 県立1,同がんセンター

鈴木

"=i彦

‖:岡法人市,同県E師会

委 員 足立 政 アルファ・クラブ浜松胃交会

安藤 幸史 社団法人静岡県病院協会

飯嶋 理 社団法人静岡県歯千1に rlll会

池田 恵一 まほえみの会

大須賀 ][孝 健康保険社合ili合 _―・ ttllbl連合会

荻野 和功 聖隷三方原病院

加 治 正行 1,岡 市保健所

制:原 啓文 県立総合li7J院

小坂 泰夫 静岡県町付会

斎藤 仲子 社団法人静岡県看:“協会

佐藤 典生 罰ia県市長会

篠原 影 社団法人静岡県医師会

曽布り|1 和則 社団法人静岡県薬剤師会

田内 一民 二般社団法人日本総合健診医学会

中村 達 コ立大学法人浜松医科大学

IIコ ロJ  陽子
時定非営利活動法人 がん患者ぼ
本・x‐援機構

西原 信彦 浜松市保健所

原田 英之 浄同県国民健康保険団体連台会

星野 希代絵 あけぼの静岡

矢後 綾 子
特定J卜営利i舌動法人 女性1キ有のガン
のサポートグソし―プ ォレンジティ

五十音順 (会長、副会長を除く。)

:=1●

“

お
=獅

| 緩和ケア研修会修了者1人あたりのがん患者数

島根県

富山県

和歌山県

福井県

億島県

岡山県

沖縄県

香川県

山梨県

石川県

岩手県

長崎県

大分県

愛颯県

群馬県

饉児島県

岐阜県

京都府

三工県

滋賀県

高知県

山形県

福岡県

広島県

山口県

栃木県

宮崎県

長野県

熊本県

佐賀県

北海道

宮城県

全国平均

奈良県

福島県

秋田県

愛知県

兵庫県

大阪府

鳥取県

東京都

茨城県

千葉県

背森県

埼玉県

静岡県

新潟県

神奈川県
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2 取組内容   
′

(1)連携体制
21101(平成13)年 2月 より、市医師会と公的5病院との「りで「病診迪揚に関する合意よ」
が交わされ、イーッーネットが発足したc

イーツーネットは、診療科日別の連J"を 基本としてしヽる。市医nJ会 と市立Jil院のイーッ
ーネットにっいては、2001年の発足当初は、柵ヵこ病などS疾患 (S診療千卜)でスタートし
たが、その後狭′心症、アトピー性皮l‖炎など対象疾■を拡大し、現在は診療科りu病診連携
として全16科 (1,立病院)に拡大している。イーッーネットヘの参加を希望する診療所の
医師は、病院に対して診療科,Uに登録される。

(2)連携の流れ      、               
´

市立病院と診療所の連携の仲介役を果たすのが、同Jii院の地域医療支援室 (以下「支援
室」という。)である。
イーツーネットに登録された診療Diの紹介状を受けlltっ た忠者は、支援■に出向き、紹

介状や健康保眸証を提示する。支援室は手続きを行った上で、担当職員が診療科受付に染
内する。医師は診療後、患者がそれまでかかっていた診療,り「の医師 (紹介元の医nr)に対
し、診療の状況や診断結果について報告を行う。

市立病院は、市医師会との合意に基づき、診療所から紹介さゴした患者は原則として紹介
先?診療所に戻すこととしてぃる (逆帯介)。 lF立病院の医師から紹介状が出され、思者は
かかりつけの診療所で必要な治療や経過lll察を続けることになる。
さらに、診療所は、逆紹介された患者が来院した時点で支援室に返事を送り、数か月に
一度、診療所の紹介状を持参し、病院外来に受診するよう指導をしている。
このように、診療所の医師は日常的な診療と病気の変化や専「りn,医療の必要性を判鮨Fし、
病院の医師は定期的な専門的検査や急変時の対応をするという形で役割分担を行いながら、

準者を支えている。

このような取組みの結果、それまで増加する一方であった市立病院の外来患者数は、イ
ーッーネット導入後減少しており、思者の病院集中傾向が緩和さオlている (図表 1)。

日豪 1

(人 )

市立病院の外来患者延べ人数の推移
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2 医療機能の分化・連携

年度版 厚 生労働 白書 (抜 粋 )

"人 ?キ¬臨 認 讃
′
撃程偏纏窮爵覇留鎮1/鑽襴 マネット刊

1 概要         =

イーツー (医 -2)ネ ットとは、1,岡市静岡医師会 (以 F「市医師会」という。)と 市内
の5つの公的病院 (静岡市立静岡病院、静岡県立総合病院、静岡済生会総合病院、静岡赤

十字病院、静岡厚生病院)ヽ (以下「公的 5 Jni院」という。)力 1迎 J与し、診療所と病院の2人

の主治医が役割分担をしながら継競的に思者を見守るシステムである。

1998(平 成10)年 に市医師会が在宅医療にlyJするアンヶ―卜調査を実施したところ、在

宅医療における一番不安な点として、介設を行う家族の負担と思者の緊急時にかかりつけ

のにnTと 連絡が取れない時力̀
全
体の3分の2を占めていることが分かった。そこでまず、か

かりつけの医師と連絡が取れない場合の不安を解消するため、公的5病院の協力を得なが

ら、寝たきり患者を対象としたグリーンカードシステム (1998`F～ )は ')、 イエローカード

システム (1999(平 成11)年～)Ⅲ ='をスタートさせた (2006(平成18)年 には、さらにシ
ルバーカードシステム

it"を
開始)。

こうした取潮lみの中で芽生えた公的5病院と診療所の連製を、一般の外来恵者にまで拡

大させようとする市医師会の働きかけに公的5病院が呼応し、実現したのが「イーツーネ

ット」である。

ここでは、市医師会と静岡市立静岡病院 (以下「市立病院」という。)と の連携を中心に

紹介を行う。                          .

(注 1)ノ リーンカー ドシステム

グリーンカードは、自宅で生を全うしたい出常に11意 されるカードである。かかりつけの医師があらかしめ忠者の

家族に渡して」Sき 、肴lrtり が必要になった場合、万一かかりつけの|ズ師に■織が取れない場合でも、思者の家族が消

防者に運持すれば医師会当番医が樹介きオヽ、自宅でケアを受けることができる。

(注 2)イ エローカードシステム

イエローカードは、在宅猥羮中の捕状急変時に希望する病院への鍛選入院を要望する在宅思鷲にあらかしめ減して

おくカードである,い ざというときにかかりつけの医師と運綺がlltl■ない場合でも、希望する病院にイエロニカード

を提示すればそこで治燎を受けることができる。

(注 3)シ ルバーカードシステム

シルバーカードは、在宅議養中のtt状急変時に、往諺や訪問■設を希望する在宅思者にあらかじめ波しておくカー

ドである。往診やiら問看護を希望した場合、万―かかりつけのほ師や看証師に連絡が取れない場合でも、消防署に趣

絡す11ば、当ITrの 17.師や看証師による往i年、訪側看護を受けることができる.

厚生労働自書 (19) 17 16 厚生労健自害 (19)
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える」病言ク迎1"を実現するとともに、3地氏1勺の|[療 |た間のぃ療提供レベ′うの向上を図る
ことを日1,と して、市診辿攀勉強会をlt施しているcこ うした]1(11みを,睡 して、病院でど
のような最先端医療の提供が可能か、1,療 j奸がどのような診療繊能を保持しているかなど、
病院と診瞭所の1lJi理解をIJろ うとしてぃる.市立Jii院に登録された診犠ヮiの医師は、原
HJと して診療千トヮリの勉強会に参lJllすることとされている。

イーツーネット開始後、こうした勉強会の実施‖モtは ,,11,‖加しており、201)6(平成]s)
年には36回開催されている (市立Jii院以外の病院が■11するものも合む。)。 このうち、公
1'5病院、市医師会がテーマ設定などについてそれぞれ主導した勉強会は半分ずつrlt度と
なっており、病院、診療所双方のr場題意識力{勉強会に反映さitる ようになっているのも特
徴である。

4)病院を離れることに対する患者の不安                   
‐

診療所から病院に紹介された患者の容態が安定し、診療所に戻す場合、思者の立lLLから
は、急変時に病院で診てくれないのではないかというように、Jii院を離れることに不安を
持つ場合がある。

こうした不安を払拭するため、1,医 nJ会 とlF立病院は、2001(`F成 16)年 3月 から、連
携安心カード (オ レンジ救急カード)を発行している・ 'ヽ これは、イーッーネットで診療
を受けている忠者:F対 し、診療所やす院の医師が渡すカードである。このカードを保有し
ていると、診療所に通院している忠者の容態が急変した場合に、万一かかりつけの診療所
の医師に逆静が取れない場合でも、カードに記載された病院に受診できることが約束され
る。実際には、カードの有無にかかわらず、市立病院は診療所に通院する思者を受け入れ
ているが、こうしたカードを交付することで、思者に対し、必要なときにはいつでも病院
にかかること力fできるという安心感を与えている。

(注 5)1,岡県立総合構院では、オレンジ彙急カー ドと卜Jほの機能を持つ 阿 携安心カー ド (養 カード)」 を7t行 している。

3 新たな取組み

市医師会と5病院は、病診連1持をさらに深化させるIItttlみ を進めている。例えば市医師
会と市立病院は、心房細」

II ⅢⅢ患者に対する連携について、病院の役割 (原因の診断、治
療方針の決定、診療所へ戻す基準等)と 診療所の役割 (経過観察項目、病院への定期的な
病状報告等)を明確化し、思者の脳卒中リスクの低減を目指している。また、がん診療に
ついて1キ、公的5病院と診療所間で共通のクリティカルバスを作成するなど、病院・診療
所間の協力・連挑を更に強化している。

(注 6)心房細動

不性曖の一種であり、層卒中のリスクを高めるとき
'1る

(

(3)課題と解決方法
1)病院から診療所への逆紹介

診豪所から病院に対して忠者の紹介がなされた後、症状が落ち若いて以降もそのまま病
院が思者を抱え込んでしまうことがあるという点が、病診連携を推進するに当たっての大
きな課題の一つである。こうした状況が改善されなければ、診来所と病院の役割分担は進
まず、いたずらに病院が外来忠者を抱え、繁忙になり、勤務医の負担を増加させることに
なリカプユない。

そこで、市医師会と公的5病院は、思者の紹介率、逆紹介事を診療刊・別に定期的に数値
化し、共有することで、逆紹介率が低い病院や診療科への働きかけを強め、迎携を混透さ
せる取組みを行っている。

共体的には、公的5病院は毎月の紹介、逆紹介に関するデータを市医師会に報告する。
医nT会は、各病院や診療所に集計結果をフィード′、ックし、病診連携の実情が把握できる
ようにしている。こうして得られた結果に基づき、市医師会は公的5病院に対して連携の
強化を働きかけ、病院内でも支援室が中心となって逆紹介の推進を図っている。
こうしたllt組みの効果もあり、市立Ji7i院における2005(平成17)年度の逆紹介率 C｀。は
87.1%に達している (2003(平 成15)年度は70.1%)。

(注 1)逆紹介率

逆相介率 =連紹介思者歌 紹介患者数。逆紹介患者数には、紹介元に戻した忠者のにか、静療所力tら の紹介でない
思者 (最初から病院にかかった患者)を 鰺療所に紹介した数も含む,

2)連携事務の活性化
病院と診療所の連携を進めていくに当たっては、紹介を受ける病院lluの体制が十分に整

備される必要がある。

市立病院では、支援室が連lLEに FJJして生じる事務を取り扱っている (こ のほか、総合相

談や訪問看護についても取り扱う。)。 スタッフは、医師である室長、連携担当参事 (事務
職)、 看護rIT長、看謹師 (4名 )、 ソーシャルヮーカー (2名 )、 窓口職員 (4名 )の計13名
となっている (2007(平 成19)年 3月 時点)。 看護rJT長が連携室にいることで、どこの診療

科に紹介すべきかといった診療所からの相談に応じることができる体制となっている。ま

た、ソーシャルヮーカーは、転院や介設サービスヘの移行などの相談に応じる役割を果た

している。

3)顔の見える連携 ～病診連携勉強会の実施～
診療所の医師力t患者を病院に紹介する場合、紹介先の病院の医師と面識がないと、in・介

が行いにくい。これは病院から診療所への紹介の場合も同様である。また、病院の|え師か

ら見て、診療所の医師の診療レベルや診療方針が著しく不均―であれば、患者を診療所に
委ねることが難しくなる。

そこで、市医師会と市立病院は協力して、C病院・診療所双方の交流を通して、「顔の見
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資料 1
静岡県 平成22年 4月 1日現在の指定状況と患者受療動向

富士医療圏内に指定要件を満たす病院は
ないが、同医療圏内にある集学的治療が
実施できる2つの病院を受診するほか、
一部が隣接医療圏内の拠点病院を受診

病院名 地域分担 機能分担

0静岡県立静岡
がんセンター★ ①が県東部を中心に県全

域をカバーするほか、
3病院で駿東田方、賀茂
及び熱海伊東医療圏にお
ける連携体制の充実・強
化を図る。

県拠点病院機能全般
県全体の医療連携

②順天堂大学医学
部附属静岡病院 主に伊豆地域の医療連携

③沼津市立病院 主に駿東地域の医療連携

①静岡県立静岡がんセンター★(平成22年 4月 1日指定)
離蚕幸杢言属言撃露易撃ワ賃守晉霜署;2年

4月 1日指定)

81圏零圭鵞高輌露1革離::年 1渇 1目信電}
8磨密需豊慇暮輌露1軍議::年 1月 1目信電;
8塵量長憲編震躊単議麗撃牙倉;吉暑婚「

)

8嚢環警喬癸軍奮革ま品醗暦祥復量ミ熱 D

⑦を中心に医療圏内の診療連
携体制の整備を図っているが、
西部医療国内の拠点病院に相
当数が受診

賀茂及び熱海伊東の両医療圏から
駿東田方医療圏内の拠点病院を受
診しており、①、②及び③の病院
が駿東田方医療日、賀茂医療圏及
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病院名 地域分担 機能分担 部位別その他機能

③聖隷三方原病院 北部～北西部 級和ケア 肺、大腸
相談支援

⑨聖練浜松病院 中部～南東部 集学的治療
日、乳、大腸
臨床試験

⑩県西部浜松医療
センター

西部～南西部 地域連携
肺、乳、先端技術
オープンシステム

①浜松医科大学
医学部附属病院

東部～北東部 人材育成
日、肝
県内唯‐の医学部

病院名 地域分担 機能分担

④孵岡県立総合病院
中心部～北部

隣接医療日の一部
集学的治療

⑤囀岡市立静岡病院 中心部～南部 地域連携、共同診療、
情報提供
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※()内は平成21年 10月 末提出の数値、下段は平成22年 10月 末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと  資 *斗 2-1※=枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたつて表を作成してください。
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※()内は平成21年10月 末提出の数値、下段は平成22年 10月末提出の数値 ※申請区分は資料3の作成要領を参照のこと
※一枚につき11病院を超える場合には、2枚にわたって表を作成してください。

資料 2-2
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資料 3
静岡県 平成 23年度の指定推薦等状況と想定される患者受療動向
①静岡県立静岡がんセンター★ (現況)
②順天堂大学医学部附属静岡病院 (現況)
③沼津市立病院 (現況)
Oll岡県立総合病院 (現況)
Om岡市立静岡病院 (現況)
⑥藤枝市立総合病院 (現況)
⑦磐田市立総合病院 (現況),
③聖麟三方原病院 (現況)
⑨聖麟浜松病院 (現況)
⑩県西部浜松医療センター (現況)
①浜松医科大学医学部附属病院 (現況)
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引き続き同医療囲内にある集学的治療が
実施できる2つの病院を中心にがん医療
の診療連携体制の一層の充実・強化を図
るが、一部の患者が隣接医療囲内の拠点
病院を受診

病院名 地域分担 機能分担

Om岡県立静岡
がんセンター★ ①が県東部を中心に県全

域をカバーするほか、
3病院で駿東田方、賀茂
及び熱海伊東医療日にお
ける連携体制の充実。強
化を図る。

県拠点病院機能全般
県全体の医療連携

②順天堂大学医学
部附属静岡病院 主に伊豆地域の医療連携

③沼津市立病院 主に駿東地域の医療連携

賀茂医療日及び熱海伊東医療日の
がん患者は政東田方医療田へ受診
するため、①、②及び③の病院が
駿東田方医療日、賀茂医療日及び

地域医療再生計画に基づく⑦への
腫瘍センターの整備(平成24年 4
月供用開始予定)と並行した診療
連携体制の充実・強化により、医
療圏内の受診者数が増加

病院名 地域分担 機能分担 部位別その他機能

∝ 総三方原病院 北部～北西部 緩和ケア
肺、相談支援、
経和ケア病棟

⑨聖線浜松病院 中部～南東部 集学的治療
日、大腸、乳
放射線療法

⑩県西部浜松医療
センター

1西部～南西部 地域連携
乳

携
退院支援、病診連
医療と介護の連携

①浜松医科大学
医学部附属病院

東部～北東部 人材育成
日、大腸、肝、,L
がんプロ、臨床試験

病院名 地域分担 機能分担

④静岡県立総合病院
中心部～北部

隣接医療日の一部
集学的治療

⑤静岡市立静岡病院 中心部～南都 地域連携、共同診療
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1 静岡県における平成23年度がん診療連携拠点病院の指定に係る推薦の考え方及び推薦までの経緯
(1)静岡県がん対策推進計画 (平成20年 3月策定)に基づくがん診療連携拠点病院等の整備状況
本県におけるがん医療の均てん化を推進するため、国指定のがん診療連携拠点病院 (平成23年 1月現在11病院)に加え、平成20年度までに、県
独自の静岡県がん診療連携推進病院 (同 7病院)及びがん相談支援センター (同 3病院)を指定するとともに、平成22年度には、小児がんに特
化した静岡県小児がん拠点病院 (同 1病院)を指定している。

(2)厚生労働省の「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針J く平成22年 3月 31日一部改正)に基づく本県のがん診療連携拠点病院の推薦方針
・拠点病院が未整備の医療圏においては、整備指針の必須要件を充足する病院があれば、新規推薦を行う方向で検討する。
・拠点病院が整備済の医療日においては、入れ替え等による場合を除き、新規推薦を行わない。
・西部医療日の4病院については、「がん診療連携拠点病院の指定について」(平成22年 o月 3日健発0303第 2号厚生労働省健康局長通知)別紙
について検討し、推薦の可否を検討する。

(3)厚生労働省べの平成23年度の指定推薦
(2)に基づき、今回は新規推薦を行わないこととし、西部医療日の4病院については別途検討会において対応を協議した。
その結果、本県の方針として、西部医療日の4病院を含む既指定の11病院を引き続き指定推蔵することとし、静岡県がん対策推進協議会 (平成
22年 10月 15日開催 :委員23名 うち患者・家族5名 )において了象を得た。

2 指定要件の充足状況及び指定推薦する病院数
平成22年度の指定推薦において指定 〈指定更新及び条件付き新規指定)を受けた11病院のほか、志太様原医療圏内の 1病院が整備指針の必須要
件を充足したが、1に基づきt志太榛原医療日からは既指定の 1病院を、西部医療日からは引き続き4病院を推薦することとし、県全体として
昨年度条件付き新規指定を受けた1病院を含む既指定の11病院 る。

2次医療圏名 賀茂 熱海伊東 駿東田方 富士 静 岡 志太榛原 中東遠 西部 計

指定要件充足数 0 3 0 1 4

指定推薦数 0 3 1 1 4

3 2次 医療圏数 を超える数 を指定推薦する理 由
(1)県全体からみた患者の受療動向
がん診療連携拠点病院等で実施されている院内がん登録 (平成20年症例分)の分析結果から、賀茂及び熱海伊東の両医療圏では駿東田方医療圏
への流出、富士及び志太様原の両医療圏では一部の患者の静岡医療圏への流出、中東遠医療圏では西部医療圏への流出が認められた。

(2)同一医療圏内で複数指定を受けている医療日の状況等
○駿東田方医療圏
(1)か らみると同医療圏内の9996以上の患者と賀茂及び熱海伊東の両医療圏の0割以上の患者を受け入れている。
O静岡医療圏 (人口72万人 :合併により2つの医療目を統合)
(1)か らみると同医療圏内の9296、 富士及び志太榛原の両医療日の約 1割の患者を受け入れているほか、地域医師会を中心に病院と診療所の
役割分担 (2人主治医システム :医 2(イーツー)ネ ット)が進み、地域連携クリティカルバスが最も早く導入され、高い実績を挙げている。
O西部医療日 (人口約87万人 :合併により2つの医療日を統合)

奇麗想琴農農雰露塘ヒ」我Lな星38名日5彗 F蜜撃器贈損F履覇59F紹鼠雙轟零‖傘麓浜|｀亀握進継『更霧署窪5馨寝縄僣言潔1奪″零鷲
独自の強みを持ち、相互にがん医療の質の向上を図るとともに、医療と介護の連携を含む緩和ケア普及のための地域プロジェクトの共同実施や
地域連携クリティカルバスの共同策定などを通じて地域の医療機関等を支援している (詳細は資料4-2参照)。 これらの取組の普及、受講者
が多加しやすい緩和ケア研修会の開催、県内のがん診療連携拠点病院への診療支援等により、県全体のがん診療の質の向上及びがん診療の連携
協力体制の整備に寄与している。
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①が

西部医療圏における検討
西部医療日の4病院については、同二医療圏において複数指定されている現状を踏まえ、条件付き新規指定となうた
磐田市立総合病院を加えた検討会を開催し、平成22年 3月の指定通知別紙への対応を協議した。
その結果、以下の検討内容を踏まえ、前ta 3(2)の 理由により、本県として、西部医療口においては、引き続き4病院を指定推蔵することとした。

参考 :厚生労働省「がん対策推進基本81画 中間報告書」 (平成22年 6月 公表)、 厚生労働科学研究報告書ほか

②がん医療の質の向上及びがん診療の連携協力体制の整備に資する取組状況
「静岡県西部がん診療連携拠点病院連絡会Jにおいて、以下の取組を協議
・「緩和ケア普及のための地減介入研究 lTT'HI J(平 成20～ 22年度)

区   分 20年度実績 21年度実績 22年度見込

緩和ケアセミナー :0[](1.2734L) 4回 (407名 ) 4回 (333名 )

多刷用い也域カンファレンス 2ロコ(23943) 2回 (204名 ) 1回

アウトリニチ 16回 ‖回 21回

連携ノウハウ共有会等 :8回 21回

市民公開講座 2回 (123名 ) 1回 (600名 ) 1回 (210名 )

・地域連携クリティカルバスの共同策定 (平成21年度)
西部医療日で統一した地域連携クリティカルバスの運用
・がん患者における介護保険の要介置認定の迅速化 (平成21年度)
申請書提出から審査会開催まで 約 1カ 月 → 約2週間
・緩和ケア研修会の県プログラム原案、教材の作成 (平成20年度)
静岡県では、平成21年度から単位型研修会を実施
・緩和ケア研修会の日程・講師調整による利便性の向上
平成22年魔 西部医療日平均受講者数 44.5人 (1

県平均受講者敷 37.5人 (1
「静岡県がん対策推進計画」全体目標 :がんによる死亡者数の減少

(平成21年度～)
病院あたり)
病院あたり)

ん思者、回復者及び家族からの視点によるがん診療連 E体制の検討

患者等の思い 具体的な方策 具体的な方策を担つている病院 主な具体的な方策の実績 (がんのみ )

良い医療を受けたい
集学的治療の推進 聖隷浜松病院 悪性腫瘍手術件数 439件 (H224～ 7月 )

医療従事者の育成等 浜松医科大学医学部附属病院 がんフ・|フェッシヨナル養成フ
・
ラン41-ス 13人 (平成21年度)

苦痛を取り除きたい 緩和ケアの推進
聖隷三方原病院

組和ケア予―ム依頼症例 65件 (H22.6～ 7月 )

不安を取り除きたい 相談支援及び情報提供の推進 相談件数 657件 (H226～ 7月 )

自宅で過ごしたい等 地域連携 (在宅医療)の推進 県西部浜松医療センター 退院支援 1.916件 (平成21年度)

・地域がん診療連携拠点病院 (目指定)
・静岡県地域がん診療連携推進病院 (県指定)

:″嵩貨鷲責景たこ魚票湧委露霜遍)
。静岡県医師会
・静岡県病院協会
・がん患者団体代表
・静岡県健康福祉部
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